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地域医療政策
近
年
の
市
町
村
合
併
の
進
展
や
自
治
体
財
政
の
悪
化
、
医
療
供
給
体
制
の
脆
弱
化
に
よ
り
全
国
の
自
治
体
病
院
で
病
院
の
再
編
統
合
、
廃
止
な
ど
地
域
医
療
体
制
の
見
直
し
が
お
き
て
い
る
。
住
民
は
、
病
院
や
診
療
科
の
廃
止
、
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
不
足
、
救
急
医
療
体
制
の
弱
体
化
な
ど
に
危
機
感
を
抱
き
、
他
方
で
自
治
体
は
医
師
な
ど
医
療
人
材
確
保
の
困
難
、
採
算
の
取
れ
な
い
病
院
経
営
に
よ
る
財
政
悪
化
、
高
齢
化
に
よ
る
医
療
サ
ー
ビ
ス
需
要
の
増
大
な
ど
困
難
な
課
題
を
抱
え
込
ん
で
い
る
。
本
稿
で
は
、
市
町
村
合
併
に
よ
り
四
つ
の
市
立
病
院
を
運
営
す
る
こ
と
と
な
っ
た
熊
本
県
天
草
市
を
事
例
に
、
地
方
自
治
体
が
直
面
は
じ
め
に
論
説
地
域
医
療
政
策自
治
体
病
院
と
救
急
体
制
に
つ
い
て
上
野
眞
也
279（熊本法学113号'08）
=Ch
ilI狂［
説
し
て
い
る
地
域
医
療
政
策
の
課
題
に
つ
い
て
実
証
的
な
考
察
を
行
う
。
二
○
○
六
年
に
二
市
八
町
が
合
併
し
て
で
き
た
天
草
市
は
、
九州本土とは五つの橋で繋がれており、面積は六八
三平方キロメートルと熊本県内最大の市域を持つ自
治体である。島のほとんどが山林で占められ平野部
は
少
な
く
、
河
川
沿
い
の
平
地
部
や
海
岸
線
の
河
口
部
に
市
街地や農地が展開している。人々の居住する地域は、
図
１
の
よ
う
に
天
草
下
島
で
は
人
口
密
度
の
高
い
本
渡
や
牛
深
の
市
街
地
域
と
、
そ
れ
に
挟
ま
れ
た
天
草
、
河
浦
、
牛
深
の一部や御所浦などの低人口密度地域とに区分され
る。市街地以外では、山間地域に点在する集落に居
住する形態が多い。
１
天
草
地
域
の
概
況
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図１天草市の人口密度図
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地域医療政策
かつてたくさんの人が住んでいた天草だが、高度成長期の人口流出、
そして近年では少子高齢化が人口減少に拍車をかけている。天草市の人１
口は、一九九五年の一○七、八二一一一人から一一○○五年には九六、四七三僻０
人と人口一○万人を割った（表１）。中心の本渡地域では天草市の総人に
口に占める人口の割合が増加しているものの、牛深、五和、天草地域で陣Ｉ
はその割合を減少させており、
齢
市町村合併後も新たな自治体％Ⅲ川棚州州洲州川棚胱州高
１
０
と
１
ｔ
し
内
で
「
中
心
と
周
辺
」
の
問
題
が
上
成
Ｉ変
４
９
７
５
３
４
０
２
３
６
３
構
起きている。
□
冊
肌
帥
川
田
佃
門
朋
朋
別
冊
〃
同
熊本県の高齢化率は二四％Ｍ加弧ｍ６ａａ２ａ９４５６９
口
目
人
と全国の二○％よりも四ポィ蝋％％％％％％％％％％％別
ン
卜
進
ん
で
い
る
。
全
国
の
高
齢
各
％
珊
凹
６
４
４
３
４
１
５
６
Ｎ
町
１
の
１
市
化率は一一○一一五年には三○％市
日
・
の
となることが予測されている鵡螂叩Ⅲ川棚川川棚柵川棚脳綱軸
が、天草市ではすでに一一一一％１１４２
加
勢
天
１
を超えており、全国的にも高表
国Ｉ
２
齢化が二○年進んだ地域であ鰄繩糯辨辨繩繊諦到毒耐祠鯏表
所
る
。
な
か
で
も
表
２
に
示
す
よ
う
く
地域総数市に占める割合１５歳未満15～64歳65歳以上75歳121王-55霞IZI工渡
深
明
浦
岳
本
和
和
草
浦
所
本
牛
有
御
倉
栖
新
五
天
河
39,944
16,609
６，０５７
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４
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％
％
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％
％
％
％
％
％
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６
６
６
５
４
６
８
８
２
３
３
３
３
３
３
３
３
３
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
３
７
１
８
９
２
９
１
１
０
１
１
２
１
１
２
１
２
２
２
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
３
４
６
５
５
６
５
７
５
５
市計96,473100％１４％５５％３１％１６％４％
県平均 14％６２％２４％１２％３％
(資料）2005年度『国勢調査』。
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（１）
一一次医療圏である天草保健医療圏域（一一市一町）には図２のように一九の病院が立地し、一一○○七年五月現在病
床数は一一、九一一一五床ある。一般診療所は一○七施設、六七一一一床である。図中の黒丸は四つの天草市立病院、◎丸は
二
次
医
療
圏
の
中
核
病
院
で
あ
る
医
師
会
立
天
草
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
で
あ
り
、
そ
の
円
の
大
き
さ
は
病
床
数
の
大
き
さ
を
示
し
て
い
る
。
天
草
市
内
に
は
一
四
病
院
、
七
八
診
療
所
の
九
二
施
設
が
あ
る
。
な
か
で
も
本
渡
地
域
に
は
六
病
院
四
○
診
療
所
と
四
六
施
設
が
集
中
し
て
お
り
、
病
床
数
も
天
草
市
全
体
の
約
半
分
を
占
め
る
。
牛
深
地
域
に
は
三
病
院
九
診
療
所
、
有
明
に
一
病
院
四
診
療
所
、
栖
本に一病院二診療所、新和に一病院一診療所、五和に一病院六診療所、河浦地域に一病院五診療所がある。病院が
な
い
御
所
浦
地
域
に
は
四
診
療
所
、
倉
岳
に
三
診
療
所
、
天
草
に
四
診
療
所
が
あ
る
。
そ
の
ほ
か
医
療
圏
域
内
の
天
草
市
外
の
病
院
と
に
天
草
、
河
浦
地
域
の
高
齢
化
率
は
高
く
六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
の
割
合
が
地
域
住
民の三八％、七五歳以上の後期高齢者が二○％超を占めており、生産年成
齢人口の割合が少なくなっている。市民の年齢構成は、七○歳代・五○噸
歳代がそれぞれ全人口の一五％を占めて一番多く、次に六○歳代が一三Ｍ月
％、四○歳代一一一％となっており、若者が少ない人口構成である（表３）。鞠の市草天
（１）過剰な医療施設
２
地
域
医
療
の
供
給
体
制
表３
国調度数パーセント無ﾊﾟｰｾﾝﾄ
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合計 96,473100％
(資料）2005年度『国勢調査』。
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(注)左図で４つの天草市立病院は黒丸、２次医療機関である天草地域医療センターは◎九、民
間病院は薄い丸印。円の大き苔は病床数を示す。右図は熊本県における病院の立地場所を
示す。
図２天草保健医療圏域内の病院立地状況
し
て
、
上
天
草
市
に
一
病
院
、
苓
北
町
に
四
病
院
が
あ
る
。
天草保健医療圏域における医療機関の立地状況は、熊本県が定めた
基準病床では一「○五五床に対して二○○七年五月現在二、一五八床
と一ｏ三床の過剰となっており、県内においても天草は病床数が多い
地域である。それぞれの市立病院の病床数は図３のとおり小規模病院
で療養病床の比重も高い。現在の自治体病院の沿革は、一九四五年代
に旧牛深市、栖本町、新和町、河浦町に診療所が開設ざれ霜一九九二
年
か
ら
二
Ｃ
Ｏ
二
年
ま
で
に
そ
れ
ぞ
れ
の
旧
市
町
で
市
立
・
町
立
病
院
と
し
て
新
（２）
築されたＣ旧御所浦町には、一九五八年以降一一つの診療所、一つの歯
科診療所が国民健康保険および町立で設置されている口二市八町の合
併に伴い四つの市町重病院は天草市立病院となった。
天草保健医療圏で受癖している天草在住の住民の割合は、患者の居
住地別医療機関所在地別受療動向から見愚と九一・○発（入院坐八一・・
五％、外来九一・六発）であり、熊本（九四・四％）、八代（九二・
五発『球磨（九五・三％）と並んで圏域内で医療サービスが賄われ
ている割合が高い。
天草市の医療機関の施設数については聴表４によ》？に人口一○万人
当たりの医療機関数で天草市は一四・五、天草保健医療圏で一三・八、
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準
に
あ
る
。
つ
ま
り
地
域
偏
在
性
は
あ
る
も
の
の
、
市
と
し
て
医
療
施
設
は
既
に
過
剰
で
あ
り
、
人
口
減
少
の
中
で
さ
ら
に
そ
の
度
合
い
は
高
ま
っ
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
０５０１００１５０２００
牛深市民病院
109 4１
河浦病院
6０3９
□一般病床
□療養
□結核
栖本病院
2４
4６
親和病院 4０
(注）グラフ内の数値は病床数。2005年７月１日現在。
図３天草市立病院の種類別病床数
熊
本
県
全
体
で
一
二
・
○
で
あ
り
、
県
平
均
よ
り
も
医
療
機
関
数
が
多
い
。
ま
た
病
床
数
は
、
人
口
’
○
万
人
当
た
り
で
天
草
市
の
場
合
二
、
九
○
○
、
天
草
保
健
医
療
圏
で
二
、
六
一
四
、
熊
本
県
平
均
で
「
八
六
一
と
な
っ
て
い
る
。
療
養
病
床
を
除
く
病
床
数
の
比
較
で
も
、
天
草
市
「
八
三
六
、
天
草
保
健
医
療
圏
一
、
六
五
○
、
熊
本
県
平
均
で
一
二
七
四
で
あ
り
、
医
療
施
設
と
し
て
は
過
剰
な
水
天草保健医療圏の医療施設数および病床数の比較表４
施設数 病床数（Ｈ18）
恥団
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栖
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(資料）熊本県天草地域振興局｢平成18年度保健福祉環境の概要｣をもとに作成。
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地域医療政策
（２）病院へのアクセス条件
公的医療機関は、高度な医療、救急医療、僻地医療など民間では対
応
し
に
く
い
さ
ま
ざ
ま
な
政
策
的
な
医
療
を
担
っ
て
い
る
。
た
だ
病
院
利
用
に
つ
いては、居住する行政界で利用者が決められ患というものではなく、
必
要
と
す
る
医
療
の
内
容
、
質
や
ア
ク
セ
ス
に
か
か
愚
時
間
距
離
な
ど
に
よ
っ
て
選
択
さ
れ
て
い
る
画
質
的
な
差
異
は
多
義
的
な
も
の
で
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
こ
で
は
距
離
を
基
準
に
地
域
性
の
問
題
を
考
え
て
み
た
い
。
四
つ
の
天
草
市
立
病
院
と
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
を
母
点
と
し
て
、
同
一
距
離
空
間
上
の
他
の
点
が
ど
の
母
点
に
近
い
か
腱
よ
っ
て
領
域
分
け
し
た
ポ
ロ
ノ
イ
図
が
図
４
の
左
図
で
あ
る
。
ま
た同様に救急搬送を担う消防署を母点としたものが図４の右図であ患。
この区域を形成する線分はそれぞれの施設から等距離を示す線である
ことから、山などの障壁を捨象した直線的な空間での考察という条件
下ではあるものの、医療施設及び救急体制の関わりについて考え愚た
めの手がかりと憲愚。
ポロノイ図からは、医療サービスという面で人口的な需要の問題で
あるが、西端である旧天草町が公的医療サービスの空白地域となって
おり、医療機関へのアクセスや救急体制の面で条件が劣ってい愚。ま
た天草地域医療センターの立地場所は、天草における二次医療機関と
(注)左図は公的病院等の間を等距離で区分した線、右図は消防署間を等距雛で区分した線を示
す。左図のスケールは10km単位。
図４．天草市の公的病院等と消防署のボロノイ図
285（熊本法学113号`０８）．
論 説
（３）医師不足
天
草
市
の
人
口
千
人
当
た
り
の
医
師
数
は
二
・
○
人
で
あ
り
、
天
草
保
健
医
療
圏
一
・
九
人
と
ほ
ぼ
同
水
準
で
あ
る
が
、
県
平
均
の
二
・
五
人
と
比
較
す
る
と
明
ら
か
に
医
師
数
が
少
な
い
。
他
方
で
、
看
護
師
数
に
つ
い
て
は
県
平
均
を
上
回
っ
て
お
り
、
保
健
師
数
に
つ
い
て
も
若
干
で
あ
る
が
県
平
均
よ
り
も
高
い
水
準
で
人
材
が
確
保
さ
れ
て
い
る
（
表
５
）
。
全
国
的
に
お
き
て
い
る
医
師
不
足
の
問
題
や
、
そ
の
偏
在
が
天
草
市
の
場
合
に
も
強
く
顕
れ
て
お
り
、
医
療
施
設
数
は
多
い
も
の
の
そ
れ
ぞ
れ
の
病
院
で
は
医
師
が
十
分
に
確
し
て
極
め
て
戦
略
的
な
位
置
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
市
民
は
、
高
度
で
多
様
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
の
み
な
ら
ず
、
救
急
対
応
に
つ
い
て
も
関
心
が
高
く
、
こ
の
二
つ
の
要
請
を
ど
う
満
た
す
か
が
自
治
体
の
医
療
政
策
を
考
え
る
う
え
で
重
要
な
視
点
と
な
る
。
多
様
で
高
度
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
要
望
は
施
設
や
医
療
ス
タ
ッ
フ
の
充
実
と
い
う
集
積
、
「
集
中
」
が
求
め
ら
れ
る
要
素
で
あ
り
、
ア
ク
セ
ス
性
の
要
望
は
近
接
性
、
「
分
散
」
が
求
め
ら
れ
る
要
素
で
あ
る
。
こ
の
市
民
の
相
反
す
る
要
求
を
ど
の
よ
う
に
医
療
政
策
に
反
映
し
て
い
く
か
は
、
医
療
福
祉
行
政
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン
形
成と議会での市全体の利益を考えた議論が前提となる。確かに医療サービスは民間でも提供できる財ではあるが、
地
域
に
よ
っ
て
は
準
公
共
財
的
性
格
が
強
い
。
他
方
で
、
自
治
体
の
財
政
や
医
療
人
材
な
ど
政
策
資
源
の
限
界
か
ら
住
民
が
望
む
す
べ
て
の
サ
ー
ビ
ス
を
公
的
に
提
供
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
天
草
の
医
療
問
題
は
、
島
喚
と
い
う
地
域
性
の
強
い
と
こ
ろ
で
は
あ
る
が
全
体
的
に
医
療
資
源
が
不
足
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
は
な
く
、
そ
の
配
置
状
況
の
偏
在
が
医
療
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
ア
ク
セ
ス
へ
の
地
域
格
差
を
も
た
ら
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
た
と
え
ば
市
と
し
て
最
低
限
必
要
な
小
児
救
急
や
産
科
な
ど
の
医
療
体
制
に
つ
い
て
は
病
院
機
能
の
重
点
化
や
集
約
化
に
よ
り
確
保
し
た
上
で
、
さ
ら
に
ど
の
よ
う
な
付
加
的
な
医
療
需
要
に
応
え
て
い
く
べ
き
か
に
つ
い
て
整
理
を
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
救
急
体
制
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て
は
、
３
で
検
討
す
る
予
定
で
あ
る
。
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保できていない。県保健所による医療監視でも、この五年
間、新和病院をのぞく三病院が医師不足を指摘されてきた
が、現実的には自治体の努力だけでは改善はできていない。
自治体病院の現場では、病院長は不断に医師の確保に追わ
れ、大学病院等からの派遣医師の異動により診療科目の開
設
・
閉
鎖
が
頻
繁
に
起
き
て
い
る
。
こ
の
こ
と
が
病
床
の
有
効
活
用
を阻害し、医業収入の改善を困難としてきた。
地
方
に
お
け
る
医
師
不
足
や
偏
在
は
構
造
的
な
わ
が
国
の
医
療
制
度
に
か
か
る
問
題
で
あ
り
、
医
師
へ
の
高
報
酬
だ
け
で
解
決
で
き
る
こ
と
で
は
な
い
。
地
方
勤
務
医
不
足
を
深
刻
に
し
て
い
る
要
因
と
し
て
、
一
九
八
二
年
の
閣
議
決
定
以
降
医
療
費
抑
制
の
た
め
に
診
療
報
酬引き下げや医療需要の増加を看過した医師養成抑制策が
あるが、それ以外の要因として第一に専門性と技術を持っ
た
医
師
で
あ
り
た
い
と
い
う
医
師
の
希
望
に
地
方
の
医
療
現
場
は
応
えられず魅力がないこと。第二に地方勤務医の労働環境が
激務で、医師の「立ち去り」や都市での開業が多くなって
い
る
こ
と
。
第
三
に
医
師
の
家
族
と
の
生
活
や
子
弟
の
教
育
に
配
慮
し
て
地
方
勤
務
医
を
避
け
る
傾
向
、
医
療
訴
訟
の
少
な
い
診
療
科
を
天草保健医療圏の医師・看護師、保健師数の比較表５
罰準看護師|…ｆ
・
歯科
医師医師
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０
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０
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帳
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薬剤師 看護師 保健師 助産師
人口千人
当たり
医師数
人ロ千人
当たり
看護師数
(鰭姶も）
人口千人
当たり
保健師数
上天草市 4３ １３ 3２ 150 158 1７ ３ 1３ 9.5 0.5
天草市 197 ５ 118 930 698 4６ 1４ 2.0 16.9 0.5
本渡
牛深
有明
御所浦
倉岳
栖本
新和
五和
天草
河浦
127
3０
７
２
２
３
３
1３
２
８
3０
７
４
１
２
１
１
４
１
３
8１
1９
２
0
３
４
1
５
０
３
629
9３
4６
７
２
1７
1４
9４
７
2１
333
138
4４
８
1５
９
2３
7７
７
4４
2６
５
０
２
２
２
２
２
３
２
1０
４
０
０
0
０
０
０
０
０
3.2
1.8
1.2
0.6
0.6
1.1
０．８
1.3
0.5
1４
24.1
13.9
14.9
4.1
4.9
9.3
9.3
17.2
3.3
11.1
0.7
0.3
0.0
0.6
0.6
0.7
0.5
0.2
0.7
0.3
苓北町 2１ ４ 1３ 115 9１ ２ ０ 2.4 23.1 0.2
薄蝋纈鮒 261 7１ 163 1,195 947 6５ 1７ 1.9 15.5 0.5
熊本県 4,584 1,202 2,839 15,529 10,865 728 307 2.5 14.3 0.4
論 説
こ
の
課
題
解
決
に
は
、
人
的
資
源
、
施
設
を
集
約
化
し
、
一
自
治
体
を
超
え
た
広
域
圏
域
単
位
で
中
核
医
療
を
担
う
組
織
を
模
索
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
目
指
す
べ
き
市
立
病
院
シ
ス
テ
ム
の
あ
り
方
と
し
て
は
、
専
門
知
識
を
磨
き
た
い
若
い
医
師
が
地
方
勤
務
医
と
し
て
働
き
た
い
と
希
望
し
、
患
者
も
多
様
で
高
度
な
医
療
を
そ
こ
で
受
け
ら
れ
る
病
院
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
こ
と
に
あ
る
。
そ
の
際
に
、
病
院
の
経
営
が
成
り
立
ち
う
る
規
模
の
病
院
体
制
で
あ
る
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
き
な
課
題
で
あ
る
。
選
好
す
る
と
い
う
偏
り
、
増
加
し
て
い
る
女
性
医
師
が
地
方
勤
務
を
避
け
る
傾
向
な
ど
、
医
師
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
選
好
に
関
わ
る
こと。第四に新しい医師研修制度による影響などが挙げられる。
か
つ
て
地
域
医
療
の
現
場
に
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
で
若
い
医
師
を
送
り
込
ん
で
い
た
大
学
病
院
自
身
が
医
師
不
足
の
状
況
に
あ
る
。
地
域
医
療
を
支
え
る
人
材
の
手
当
て
は
、
全
国
的
に
も
深
刻
な
課
題
と
な
り
、
自
治
体
で
も
こ
れ
ま
で
の
病
院
シ
ス
テ
ム
を
再
構
築
す
る
こ
と
は
避
け
て
通
れ
な
い
政
策
課
題
と
な
っ
た
。
二
○
○
六
年
度
の
小
泉
改
革
の
「
骨
太
の
方
針
」
で
、
二
○
一
一
年
度
ま
で
の
五
年
間
で
社
会
保
障
費
を
一
兆
六
千
億
円
抑
制
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
た
国
及
び
地
方
の
財
政
削
減
の
影
響
は
、
地
域
医
療
を
存
続
す
る
努
力
を
無
力
化
す
る
ほ
ど
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。
政
策
的
に
地
域
医
療
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
の
施
設
整
備
重
視
の
考
え
方
よ
り
も
、
第
一
に
医
師
を
確
保
で
き
る
か
否
か
が
深
刻
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
四
つ
の
地
域
に
分
散
し
た
天
草
市
立
病
院
の
現
状
体
制
で
は
、
医
師
に
と
っ
て
働
き
た
い
環
境
と
は
な
っ
て
い
な
い
う
え
に
、
今
後
も
継
続
的
に
必
要
な
医
師
数
を
病
院
が
確
保
す
る
こ
と
は
、
現
行
の
医
療
制
度
下
で
は
極
め
て
困
難
で
あ
る
。
こ
れ
は
中
長
期
的
に
各
病
院
が
努
力
を
す
れ
ば
解
決
で
き
る
と
い
う
レ
ベ
ル
の
問
題
で
も
な
い
。
第
二
に
、
労
働
集
約
的
で
あ
り
装
置
産
業
的
で
も
あ
る
病
院
事
業
は
、
そ
の
病
床
規
模
や
患
者
の
市
場
圏
域
が
小
さ
い
場
合
、
経
営
が
成
り
立
た
な
い
こ
と
も
大
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医療費について全貌を掴むことは難しいが、国民』
折してみよう。熊本県民の国民健康保険への加入率、
県
内
の
他
の
地
域
と
比
較
し
て
そ
の
比
率
が
一
番
高
ｊ費
い。これは農林水産業など自営業が多く、被療
一雇用者の割合が低い地域特性のためと恩われ帷
る。一一○○六年五月分の国民健康保険に係る鵬
診療報酬明細書の請求額を自治体別に比較す獣
ると、表６のように住民一人当たりの一月の剛
入院費では、天草市が一○、四六○円である僻
と
こ
ろ
、
熊
本
県
平
均
は
七
、
四
三
○
円
で
あ
る
。
康
郊辨川州非、っ鮴駐銭蠕艸状一一一匿開狂畦輌
る・医療費合計として、熊本県平均を一○○胸Ⅲ
とすると天草市では一一一一一一という高い医療費削艫療馴
がかかっている。
医報
天草市では、｜件当たりで比較すると一見６療
少なくみえるが、住民一人当たりの医療費と表儲
（４）高い医療費水準
て全貌を掴むことは難しいが、国民健康保険の診療報酬額から、天草市の医療費の状況について分
熊本県民の国民健康保険への加入率の平均は四一・七％であるが、天草地域では五五・三％であり、
(人口１人当たり１月分の診療報酬明細書点数）
嘉一？
(１件当たり１月分の診療報酬明細書点数）
=fiiil毫篝
(注)平成18年５月分の国民健康保険関係の診療報酬明細書に基づくデータ。
調剤報酬を含む。診療報酬点数は１点当たり10円。
（資料）熊本県国民健康保険団体連合会「疾病分類別統計表
（平成18年５月診療分)」による。
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入院入院外合計
上天草市 35,544,316 23,642,222 59,186,538
天草市 100,946,674 68,822,612 169,769,286
苓北町 10,148,665 4,710,420 14,859,085
天草保健医療圏計 146,639,655 97,175,254 243,814,909
熊本県 1,369,004,422 1,092,241,529 2,461,245,951
上天草市 1,094 727 1,821
天草市 1,046 713 1,760
苓北町 1,137 528 1,665
天草保健医療圏計 1,063 705 1,768
熊本県 743 593 1,336
上天草市 38,593 1,476 3,494
天草市 36,788 1,463 3,410
苓北町 39,642 1,313 3,867
熊本県 38,7： ６ 1,503 3,230
論 説
（
１
）
救
急
に
関
す
る
行
財
政
改
革
の
影
響
高
度
医
療
と
連
携
し
た
救
急
体
制
に
つ
い
て
は
、
天
草
全
域
を
カ
バ
ー
す
る
天
草
広
域
消
防
本
部
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
経
費
を
負
担
す
る
二
市
一
町
の
財
政
悪
化
に
よ
り
、
天
草
広
域
連
合
で
は
消
防
事
業
の
予
算
削
減
の
た
め
、
現
行
の
消
防
・
救
急
体
制
を
し
て
み
る
と
県
平
均
と
比
較
し
て
高
い
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
理
由
と
し
て
、
病
院
数
が
多
い
こ
と
か
ら
住
民
が
安
易
に
医
療
機
関にかかって医療費を上げている可能性、そして療養型病床が多いことから長期にわたる社会的入院を医療費で面
倒
み
る
と
い
う
状
況
が
定
着
し
て
し
ま
っ
て
い
る
可
能
性
、
健
康
を
保
持
の
生
活
習
慣
を
定
着
さ
せ
る
行
政
の
健
康
政
策
が
効
果
を
あ
げていない可能性などが考えられる。平均在院日数を比較してみると、熊本県平均では療養病床が一八○・一日、
一般病床が二一・七日であるのに対して、天草保健医療圏ではそれぞれ一一五八・四日、一一一・一一一日となっており、
（３）
療
養
病
床
に
お
け
る
社
会
的
入
院
に
関
す
る
医
療
費
が
大
き
な
要
因
で
あ
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
。
医療と介護に関わる問題への対応には、病院制度の改革だけでは効果を期待できず、健康政策、福祉政策、老人
介護政策など幅広い政策分野の連携・協力による対応が不可欠である。国の医療政策では、現在医療保険で負担し
て
い
る
療
養
病
床
を
二
○
二
年
ま
で
に
廃
止
し
、
老
人
保
健
負
担
の
老
人
保
健
施
設
や
ケ
ア
ハ
ウ
ス
、
在
宅
療
養
支
援
拠
点
等
へ
移
行させることをめざしているが、社会的入院の需要が多い地域では政策転換が困難という課題を負っている。
３
救
急
体
制
の
課
題
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（２）救急搬送における地域格差
緊急時の救急医療体制はナショナルミニマム的要請であるが、救急車の利用は年々増加し
ている。その需要が高いのは、①急病（五二・六％）、②その他（一六・八％）、③一般負傷
（’’一一・一一一％）、④交通事故（一三・’一一％）である。救急出場件数も一一○○四年一年間で四、
八○二回に上った（うち四五一回は不搬送）。天草管内の救急告示医療機関への搬送割合は、
交通事故の場合八一％、一般負傷の場合七七％、その他七三％である。
救急車の現場到着所要時間は一一一分未満が一五％、三分～五分未満が二○％、五分～一○分一
計画的に縮小することとしている。今後は、消防士の人件費削減や消防署や消防車両などの
配置の見直しを行い、現在の一本部二署一○分署一分遣署体制から、二○’五年に向けて一
本
部
二
署
四
分
署
七
分
遣
署
体
制
へ
削
減
を
す
る
計
画
で
あ
る
。
行財政改革計画によると、職員数、消防車両数、予算は表７のようになる。職員数で二○
○六年と比較して七八％、車両数で六一％、予算規模で六八％水準である。救急車に関して
は、高規格救急車五台、救急車二台が配備されているが、質の低下を防ぎ高度救急医療へ
対
応
す
る
た
め
に
、
高
規
格
救
急
車
を
増
加
さ
せ
る
こ
と
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
消防救急体制の変更は生命とのかかわりが強く、病院と同様に体制変更に対する住民の心
理的抵抗感が強い。このため、救急搬送体制については現状を維持しつつ、将来の消防体制
の
見
直
し
を
進
め
る
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
五
分
～
一
○
分
未
満
が
四
一
急
病
の
場
合
七
六
表７ 天草広域消防体制の改革計画
二票＝％、
(資料）天草広域連合「天草広域連合広域計画（平成18年度～
平成27年度)｣。
○
分 ％
、
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2006年 2010年 2015年
消防関係職員数（人） 217 202 170
消防車両（台） 5７ 4９ 3５
消防予算規模（千円） 2,149,264 1,894,000 1,471,000
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図５天草市における救急搬送所要時間の分布
～
二
○
分
未
満
が
一
一
二
露
、
二
○
分
以
上
が
．
一
発
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
現
場
か
ら
医
療
機
関
に
収
容
す
る
ま
で
の
所
要
時
間
は
、
一
○
分
未
満
が
二
鋒
、
一
○
～
二
○
分
が
二
四
錫、二○～三○分が二八錫、一一一○～六○分が四二％、六○～’二○分が四％
であっ
た
。
つ
ま
り
現
行
の
天
草
市
の
救
急
体
制
で
は
、
消
防
へ
の
通
報
か
ら
患
者
を
収
容
し
病
院
（４）
に搬送するまでに要する時間は、平均二一○分程度かかっている。この所要時
間
に
は
、
患
者
の
所
在
地
や
搬
送
先
病
院
に
よ
り
最
小
の
五
分
か
ら
最
大
一
時
間
一
三
分
ま
で
大
き
な
時
間
差
が
あ
る
。
図
５
は
天
草
市
に
お
け
る
救
急
搬
送
に
要
し
た
時
間
分
布
で
あ
る
が
、
搬
送
に
か
か
っ
た
時
間
の
二
五
発
か
ら
七
五
％
ま
で
の
範
囲
に
入
る
も
の
を
四
角
が
示
し
て
お
り
、
上
下
の
線
が
最
大
・
最
小
値
を
示
す
。
そ
の
上
の
○
印
は
外
れ
値
で
あ
り
、
御
所
浦
や
牛
深
な
ど
で
一
時
間
以
上
か
か
っ
た
ケ
ー
ス
が
あ
る
こ
と
を
示
し
て
いる。地域
別
の
救
急
車
搬
送
依
頼
の
覚
知
か
ら
搬
送
終
了
ま
で
の
時
間
は
、
表
８
に
示
さ
れ
て
い
る
と
お
り
地
域
性
が
顕
著
に
見
ら
れ
る
。
最
小
の
時
間
は
五
分
～
一
○
分
程
度
と
い
う
も
の
も
あ
る
が
、
各
収
容
に
か
か
る
ケ
ー
ス
の
中
央
値
で
は
、
最
短
の
本
渡
の
一
二
分
から最大四八分の天草、河浦地域まで大きな地域格差がある（図６）。最も
時間がかかるケースが発生しているのは御所浦地域である。このデータには、
最
寄
り
の
救
急
病
院
へ
搬
送
し
た
場
合
や
、
症
状
等
に
よ
り
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
へ
再
搬
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送
し
た
場
合
な
ど
多
様
な
ケ
ー
ス
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
一
概
に
平
均
値
や
中
央
値
で
議
論
す
る
こ
と
の
問
題
性
も
含
ん
で
い
る
が
、
地
域
格
差
の
傾
向
は
こ
れ
ら
の
数
値
か
ら
窺
う
こ
と
が
で
き
る
。
救
急
搬
送
に
お
い
て
地
域
と
消
防
署
が
近
い
だ
け
で
は
問
題
は
解
決
さ
れ
ず
、
搬
送
先
の
病
院
が
近
く
に
な
い
た
め
長
時
間
搬
送
と
な
る
事
例
が
有
明
分
署
や
西
天
草
分
署
な
ど
で
は
多
く
発
生
し
て
い
る
。
（５）
天
草
の
一
一
次
医
療
機
関
の
役
割
は
天
草
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
が
担
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
以
上
に
高
度
な
医
療
の
必
要
性
が
あ
る
場
合
は
熊
本
市
の
三
次
医
療
機
関
へ
患
者
は
搬
送
き
れ
る
。
救
急
車
搬
送
で
は
二
～
三
時
間
か
か
る
こ
と
か
ら
、
緊
急
時
に
は
へ
り
コ
プ
タ
ー
を
利
用
し
た
患
者
搬
送
が
行
わ
れ
る
。
二
○
○
五
年
度
の
熊
本
県
防
災
消
防
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
「
ひ
ば
り
」
の
運
行
で
は
、
天
草
広
域
消
防
本
部
関
係
は
一
七
件
が
行
わ
れ
た
。
そ
の
内
訳
は
転
院
搬
送
が
一
五
件
、
医
師
搬
送
が
一
件
、
一
般
が
一
件
で
あ
っ
た
。
天
草
市
管
内
で
は
救
急
・
災
害
対
応
と
し
て
学
校
グ
ラ
ン
ド
な
ど
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
発
着
の
可
能
な
へ
り
ポ
ー
ト
が
九
八
箇
所
リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
る
が
、
多
く
は
天
草
空
港
を
利
用
し
た
運
行
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
搬
送
の
頻
度
は
、
熊
本
県
内
で
は
阿
蘇
広
域
消
防
本
部
の
四
五
件
に
次
い
で
二
番
目
に
多
い
。
地
域
医
療
の
視
点
か
ら
、
で
き
る
だ
け
高
度
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
体
制
を
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
確
保
す
る
こ
と
が
理
想
で
あ
る
が
、
人
員
・
機
器
を
用
意
し
て
も
そ
の
使
用
頻
度
が
低
け
れ
ば
そ
の
体
制
を
財
政
的
に
維
持
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
熊
本
表８救急車が収容にかかる時間
|日市町平均値’二|ﾛ央値最大値最小値
本渡市
牛深市
有明町
御所浦
倉岳町
栖本町
新和町
五和町
天草町
河浦町
O:2100
035:00
085:30
0:40:00
0:3200
0:36:30
0:23:00
0:33:00
0:4300
0:4３００
0:52:00
1:09:00
056:00
113:00
0:53:00
0:47:00
106:00
0:45:00
1:0２００
104:0０
010:00
010:00
0:26:00
0:10:00
0:18:00
0:3100
005:00
018:00
0:35:00
0231200
１
２
３
４
５
６
022:32
0:35:23
0:37:15
0:3913
0:33:08
0:38:20
029:17
0:33:00
0:47:34
0:47:4５
，．Ｍ
皀瀞
【■、[ﾛ
困
岼
■》
回
収
⑤
、
岡
（克知から曰暁宕）
８
９
０
１
△ｍ･津Ｔｍ聡白Ｊｑロﾛ▲町■函…叫口、■
市町。－Ｆ
天草市０:30:4４０:29:0０113:0００:05:0０
注）天草広域消防本部データ。ｎ=202〔
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図６地域別収容時間
論 説
（
３
）
救
急
医
療
体
制
へ
の
満
足
度
（７）
天草市民五、一二九一人に対して行った受療動向調査から、居住地域の救急医療体制について市民の一○％は「十
分
整
っ
て
い
る
」
、
四
九
％
が
「
あ
る
程
度
整
っ
て
い
る
」
と
考
え
て
い
る
。
し
か
し
二
五
％
の
人
は
「
あ
ま
り
整
っ
て
い
な
い
」
、
一
五
％
は
「
整
っ
て
い
な
ど
と
考
え
て
い
る
。
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
の
「
十
分
整
っ
て
いる」と「ある程度整っている」の回答を救急医療体制に対する「満足」瀧足肌川胱泌Ⅲ胱泌肌胱肌肌
者とし、「あまり整っていない」と「整っていない」を「不満足」者と不満邪閃別印印妬洲蛆印Ⅲ側
して再集計すると表９のようになる・本渡地域では、地域の救急医療体蹄不
３１ ２５
制岬続醒鮴峨辨呼脇搾肚Ⅷ杜罷墹錘俸闘舳躍峨亟肌川守磁詐燗刷繩州圧砿足側柵川脇Ⅲ川脇ＭＭＭ川脹
Ｉ
７
４
４
４
５
５
６
５
３
５
５
１
のは天草地域で六八％、御所浦、牛深、有明地域で五○％超が不満足と備満
００ ００
療
感じており、この地域性の違いは派検定からも明らかに認められる。
医
ｐ
年齢が高いほど救急医療体制への評価が吉向く満足している傾向がある鵜域
４８ ４４
が、性差との関係はみられない。年齢階級別では、六○歳代以上は「あ９地渡深明浦岳本和和草浦姐
所
２
る程度整っている」と考える者が五○％を超えるものの、幼児、一一○歳表本牛有御倉栖新五天河計Ｘ
県
で
は
三
次
保
健
医
療
圏
を
全
県
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
今
後
も
高
度
な
医
療
需
要
に
つ
い
て
は
へ
り
コ
プ
タ
ー
な
ど
を
利
用
し
た
搬
送
が
不
可
欠
で
あ
る
。
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の
導
入
は
国
も
推
進
し
北
海
道
や
佐
賀
・
福
岡
で
試
み
ら
れ
て
い
る
が
、
運
行
経
費
も
高
（６）
く過疎地を抱えるくう後の自治体医療の課題である。
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代
か
ら
四
○
歳
代
ま
で
の
世
代
で
は
三
割
以
上
が
「
あ
ま
り
整
っ
て
い
な
い
」
と
考
え
て
い
る
。
さ
ら
に
幼
児
お
よ
び
三
○
歳
代
で
は
、
「
整
っ
て
い
な
い
」
と
考
え
る
も
の
が
二
○
％
を
超
え
る
。
年
齢
と
救
急
体
制
へ
の
評
価
に
つ
い
て
年
齢
効
果
を
見
る
た
め
に
、
天
草
市
民
の
年
齢
の
中
央
値
で
あ
る
五
七
歳
で
「
シ
ニ
ア
世
代
」
と
「
若
い
世
代
」
と
に
二
分
し
、
年
齢
で
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
た
地
域
ご
と
の
医
療
体
制
へ
の
満
足
度
を
調
べ
て
み
る
と
、
シ
ニ
ア
世
代
は
満
足
度
が
高
い
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
（
図
７
）
。
シ
ニ
ア
世
代
は
医
療
環
境
が
以
前
よ
り
も
改
善
し
た
こ
と
を
評
価
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
若
い
世
代
は
表
、
に
見
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
小
児
科
、
皮
膚
科
、
産
婦
人
科
な
ど
多
様
で
高
度
な
医
療
を
地
域
で
得
る
こ
と
で
き
ず
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
選
択
肢
が
少
な
い
こ
と
へ
不
満
を
感
じ
て
い
る
た
め
否
定
的
な
評
価
と
な
っ
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る。
表１０世代別不自由な診療科目
内科精神科小児科外科鰯皮膚科蕊議脹科鳥喉：歯科その他
若い世代５％
シニア世代９％
2％16％７％１０％13％４％11％９％１９％３％
3％４％９％１２％８％１０％７％１５％１８％３％
1％
2％
４％-1％11％－２％－２％５％-6％４％-5％１％0％-1％
=
(注)年齢で回答に重みをつけている。世代は57歳未満を「若い世代｣、以上を「シニア世代」
として区分。 、＝６．４１３
－－
lモザイク園
モヂイリパョ
ﾛ
1，
０７９
②
４
ﾛ刀小
屯ら
回
日ロ凹沌（６
§
四０５０
慶
□
Ⅱ
０２に
》
、
０，０
:Ｗｉ;辮！；
鰯蕊：：：
偶
厩
厄
旧臼洽係名
lRF正月ｵモ
（若い世代）
､＝２，５００Ｘ２＝342.034ｐ＜0.001、＝2,627
:満足、２：不満足
（シニア世代）
Ｘ２＝179.813ｐ＜0.001
図７年齢でコントロールした地域別救急医療体制満足度
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救
急
搬
送
に
か
か
る
時
間
と
救
急
医
療
体
制
に
対
す
る
住
民
の
満
足
度
に
つ
い
て
は
、
図
８
の
よ
う
な
相
関
関
係
が
見
ら
れ
る
（相関係数Ⅱ○・七○三、五％水準で有意）。多くの地域
で
搬
送
時
間
の
増
加
と
と
も
に
住
民
の
不
満
足
度
が
高
ま
る
傾
向
が
あ
る
。
し
か
し
、
河
浦
地
域
だ
け
は
天
草
地
域
と
同
じ
よ
う
に
収
容
に
か
か
る
時
間
が
長
い
が
、
不
満
足
度
は
他
地
域
と
比
較
し
ても低い。河浦は搬送収容にかかる時間が平均値や中央
値
で
は
長
い
も
の
の
、
牛
深
市
民
病
院
で
は
な
く
地
元
の
河
浦
病
院
へ
の
搬
送
で
済
む
場
合
は
三
○
分
程
度
と
五
和
や
倉
岳
地
域
な
ど
と
変
わ
ら
な
い
迅
速
性
が
確
保
で
き
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
そ
の
理
由
と
し
て
推
測
さ
れ
る
。
次に救急医療体制の整備状況に関する地域別の評価に
つ
い
て
考
え
て
み
よ
う
。
救
急
医
療
体
制
が
整
っ
て
い
る
か
、
い
ないかの住民の認識をコレスポンデンス分析及びクラス
タ
ー
分
析
に
よ
り
類
型
化
す
る
と
、
図
９
の
よ
う
に
そ
の
居
住
し
て
い
る
地
域
（
旧
市
町
単
位
）
の
類
似
性
が
浮
か
ん
で
く
る
。
こ
の
類
型
化
で
は
、
大
き
く
本
渡
、
新
和
、
河
浦
、
栖
本
と
い
う
市
立
病
院
や
公
的
医
療
機
関
が
あ
る
地
域
グ
ル
ー
プ
と
、
そ
れ
以
外
屋襲
不
満
足
度
･lqlO：
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願
鹿W轆已9;極'Yﾋﾄ！
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収容時間
(注）横軸は収容・搬送時間、縦軸は救急医療体制への不満足度（％)。
図８地域別救急搬送時間と救急医療体制への不満足度
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の地域グループに分類された。
救急医療体制が整っていると考える住民が多い地域が前者のグループであ
る
が
、
そ
の
中
で
も
本
渡
地
域
は
グ
ル
ー
プ
内
の
他
地
域
と
は
異
質
な
点
が
見
ら
れ
る
。
後
者
の
グ
ル
ー
プ
は
救
急
医
療
体
制
が
整
っ
て
い
な
い
と
考
え
る
住
民
が
多
い
地
域
で
あ
る
。
こ
こ
に
は
牛
深
市
民
病
院
が
あ
る
牛
深
地
域
が
含
ま
れ
て
お
り
、
同
地
域
の
病
院
機
能
へ
の
住
民
の
満
足
度
は
低
い
こ
と
が
窺
わ
れ
る
。
ま
た
天
草
地
域
が
異
質
で
あ
り
救
急
医
療
体
制
が
十
分
で
な
い
と
考
え
て
い
る
住
民
が
多
く
み
ら
れ
る
。
地
域
に
自
治
体
病
院
が
あ
る
こ
と
が
、
住
民
の
救
急
医
療
体
制
に
関
す
る
満
足
度
と
ど
う
関
わ
っ
て
い
る
か
に
つ
い
て
、
本
渡
、
牛
深
、
栖
本
、
新
和
、
河
浦
地
域
と
い
う
公
的
病
院
立
地
地
域
と
、
そ
の
他
の
地
域
と
を
比
較
し
た
と
こ
ろ
、
公
的
病
院
立
地
地
域
の
満
足
度
は
六
四
・
五
％
、
公
的
病
院
な
し
の
地
域
は
四
六
・
○
％
と
な
り
公
的
病
院
立
地
の
恩
恵
が
あ
る
よ
う
に
み
え
る
。
し
か
し
本
渡
地
域
に
集
中
し
て
い
る
病
院
の
影
響
を
除
い
て同じ分析を行うと、牛深、栖本、新和、河浦地域という自治体病院がある
地
域
の
満
足
度
は
五
○
・
七
％
、
な
い
地
域
は
四
六
・
○
％
と
な
り
、
そ
の
差
は
誤
差
の
範
囲
で
あ
る
五
ポ
イ
ン
ト
を
切
っ
て
い
る
。
日
常
の
診
療
の
利
便
性
や
社
会
的
入
院
へ
の
対
応
と
し
て
そ
の
価
値
は
推
測
で
き
る
も
の
の
、
救
急
医
療
体
制
に
対
す
る
小
規
模
自
治
体病院の明確な貢献度は確認できなかった。
地
域
の
救
急
医
療
体
制
に
不
満
足
な
住
民
が
病
気
に
な
っ
た
と
き
気
が
か
り
と
考
え
て
唾LFyZfr可i，【12
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救
急
車
で
搬
送
さ
れ
た
経
験
が
あ
る
市
民
は
お
よ
そ
一
八
％
で
あ
る
が
、
地
域
性
が
見
ら
れ
る
（
表
Ⅱ
）
。
救
急
車
利
用
経
験
は
有
明
、
御
所
浦
、
天
草
地
域
で
と
り
わ
け
高
い
割
合
を
示
し
て
お
り
二
五
％
前
後
と
な
っ
て
い
る
。
最
も
低
い
の
は
本
渡
地
域
で
一
六
％
（
４
）
救
急
車
利
用
と
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
行
財
政
改
革
の
必
要
性
か
ら
、
天
草
広
域
消
防
本
部
に
お
い
て
消
防
体
制
自
身
の
縮
小
化
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
前
に
述
べ
た
。
他
方
で
、
高
齢
者
の
人
口
に
占
め
る
割
合
の
増
加
な
ど
、
救
急
医
療
の
重
要
性
は
今
後
も
減
少
す
る
こ
と
は
な
い
。
限
ら
れ
た
公
共
資
源
で
あ
る
救
急
体
制
を
ど
の
よ
う
に
効
率
的
に
維
持
す
る
か
が
、
住
民
の
命
に
関
わ
る
自
治
体
政
策
と
な
っ
て
い
る
事
柄
は
、
「
医
療
費
」
に
関
す
る
こ
と
四
三
％
、
「
家
や
家
族
の
こ
と
」
が
二
五
％
、
「
ど
の
医
療
機
関
に
行
く
べ
き
か
」
が
二
一
％
、
「
通
院
方
法
」
が
七
％
で
あ
る
。
第
一
位
、
第
二
位
は
市
全
体
と
同
じ
傾
向
で
あ
る
が
、
地
域
の
救
急
医
療
体
制
に
不
満
足
な
住
民
は
と
り
わ
け
第
三
位
の
「
ど
の
医
療
機
関
に
行
く
べ
き
か
」
の
割
合
が
高
い
と
い
う
特
徴
が
あ
る
（
図
、
）
。
こ
の
よ
う
な
住
民
の
不
安
に
つ
い
て
は
、
日
常
の
健
康
管
理
の
指
導
や
適
切
な
医
療
情
報
を
提
供
す
る
こ
と
で
情
報
不
足
に
よ
る
不
安
の
軽
減
を
図
る
こ
と
が
可
能
で
あ
ろ
う
。
し、
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（注)縦軸は病気時の気がかり、横軸は救急医療体制の満足度・不満足
度の大きさに比例。
図１０地域の救急医療体制の満足度と病気時の気がかり
の関係
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か
つ
た
」
と
回
答
し
て
お
り
、
七
一
％
は
通
常
の
救
急
車
が
必
要
な
利
用
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
し
か
し
数
は
少
な
い
が
汽
粥
が
「
優
先
的
に
治
療
を
受
け
た
か
っ
た
」
、
一
％が「病気のときならいつでも」と回答しており、モラルハザード的な救急
車利用の存在が窺える。
地域別では、表⑫⑳とおり御所浦、栖本地域を除いて「命に関わる症状」
が救急車利用の状況として多い。御所浦は、「自分や家族では行けなかった」
という回答が一番多く、「優先的に治療を受けたかった」も多い。栖本では
第一位は「命に関わる症状」であるが、第二位は「優先的に治療を受けたかっ
た
」
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
栖
本
で
「
そ
の
他
」
と
回
答
し
た
も
の
が
多
い
の
は
、
交
通
事
故
や
栖
本
病
院
か
ら
地
域
医
療
セ
ン
タ
ー
へ
の
搬
送
に
よ
る
救
急
車
利
用
が
そ
の
内
容
表１１地域別救急車利用経験
あるない
地域行のＮ％行のＮ％
本渡
牛深
有明
御所浦
倉岳
栖本
新和
五和
天草
河浦
尭
認
％
蝿
％
錫
発
髭
銘
影
９
６
７
３
１
７
９
５
９
６
５
７
３
６
９
８
６
７
４
６
１
１
２
２
１
１
１
１
２
１
％
弾
尭
％
鶏
％
認
発
％
銘
１
４
３
７
９
３
１
５
１
４
４
２
６
３
０
１
３
２
５
３
８
８
７
７
８
８
８
８
７
８
合計
178発82.2％
ロ＝0.000〕、＝5,244(Ｘｚ＝37.621
程
度
で
あ
る
。
こ
の
地
域
差
は
、
救
急
車
利
用
が
多
い
地
域
に
は
近
接
地
に
病
院
が存在していないことと関係していると考えられる》性別では、男性
が二二鋒、女性が一五発と男性のほうが救急車で運ばれた経験者が多
い
。
年
齢
別
で
は
、
年
齢
が
上
が
る
に
つ
れ
て
救
急
車
の
利
用
経
験
者
が
増
加
し
い
。
年
齢
別
で
は
、
年
齢
が
上
が
る
ている（図Ⅱ）。
救
急
車
利
用
時
の
状
況
は
、
四
四
％が「命に関わるような症状」、
二
八
発
が
「
自
分
や
家
族
で
い
け
な
０
０
，
ｐ
、
ｐ
ｐ
ｂ
ｐ
ｐ
ｂ
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
⑪
０
９
８
７
６
５
４
３
２
１
へ◆一ヘ
フ房＝可
二「｜｜エア
鬮
.'iil/`ii1/巖iil/:;:,●`:ﾉﾎﾞ1$：
(注)年齢で重み付け。（Ｘｚ＝149.943,ｐ=UOOO）、=5.397
図１１年齢別救急車利用経験の割合
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である。「病気のときならいつでも」救急車を利用すると回答した
者の割合は栖本や新和地域に多く見られるなど地域性の違いがある。
性別には差を確認できないが、年齢階級別では統計的な違いがあ
る。救急車で運ばれた経験のある五歳～一九歳、六○歳代以上の各
世代は四○％以上が「命に関わる症状」のときに利用。「優先的に
治療を受けたかった」という回答は、若者及び高齢者に見られる。
「病気のときはいつでも」救急車を利用とする者は、六○歳代及び
七○歳代に見られる。
こ
の
よ
う
な
軽
症
の
救
急
車
搬
送
が
増
加
す
る
と
、
搬
送
時
間
が
長
時
間
か
かることが多い地域では、他の命に関わる患者の救急に支障が及ぶ
ことが憂慮される。では、どのような人たちが安易な救急車利用者
なのだろうか。優先的な治療を望む人の四八％は七○歳代～八○歳
代が占めている。病気のときならいつでも救急車を利用するという
人の八二％は六○歳～七○歳代が占める。彼らの九割が身近な「介
護者がいない」人である。四五％はまったく交通手段がないわけで
はなく、通院に自家用車やバイクを使うと回答している。
近年、優先的に治療を受けたいため軽症にもかかわらず病院の救
急外来を訪れる患者の増加が全国的に問題となってきているが、天
表１２地域別救急車の利用状況
病司のときなら
いつでも
自分や家族では
行けなかった
優先的に治療を
受けナかた
命のかかわる
症状
ii露iiiｌ
(Ｘ２＝66.360、ｐ＝0.002） 、＝９２０
(熊本法学113号１０８）３００
地域
度数 行のＮ％ 度数 行のＮ％
たかっ
度数 行のＮ％
気
度数 行のＮ％
その他
度数 行のＮ％
本渡 148 42.7％ 9５ 27.4％ 1７ 4.9％ １ 0.3％ 8６ 24.8％
牛深 8２ 50.6％ 3８ 23.5％ 1０ 6.2％ ２ 12％ 3０ 18.5％
有明 2６ 41.3％ 2０ 31.7％ ４ 6.3％ ２ 3.2％ 1１ 17.5％
御所浦 １４ 30.4％ １８ 39.1％ ５ 10.9％ １ 2.2％ ８ 17.4％
倉岳 1５ 41.7％ 1１ 30.6％ ０ 0.0％ ０ 0.0％ 1０ 27.8％
栖本 ５ 20.8％ ２ 8.3％ ４ 16.7％ ２ 8.3％ １１ 45.8％
新和 1４ 43.8％ １０ 31.3％ １ 3.1％ ２ 6.3％ ５ 15.6％
五和 3４ 37.0％ 3０ 32.6％ ４ 4.3％ １ 11％ 2３ 25.0％
天草 3１ 50.8％ 1７ 27.9％ １ 16％ ０ 0.0％ １２ 19.7％
河浦 3１ 54.4％ 1３ 22.8％ ２ 3.5％ ０ 0.0％ 1１ 19.3％
合計 400 43.5％ 254 27.6％ 4８ 5.2％ 1１ 1.2％ 207 22.5％
地域医療政策
草の地域性から遠距離の受診のため長時間待つことなく診療を受けたいという希望が高いのであれば、電話予約制
度
な
ど
を
導
入
す
る
こ
と
も
有
効
か
も
し
れ
な
い
。
他
方
で
、
地
域
の
診
療
所
を
ホ
ー
ム
ド
ク
タ
ー
と
し
て
健
康
管
理
す
る
市
民
啓
発
、
受
診
に
関
す
る
市
民
へ
の
情
報
提
供
な
ど
の
工
夫
で
改
善
さ
れ
る
余
地
が
あ
る
。
行
政
は
、
健
康
政
策
を
不
断
に
市
民
に
浸
透
さ
せ
、
医療機関情報を共有し、地域コミュニティで支えあう関係性を構築することに取組むことにより、救急体制の健全
性を確保することができよう。
（１）望まれる医療サービス
市民が望む医療サービスに関する調査結果によると、二九％が「高度医療を担う病院」を、二七％が「多くの診
療科目を扱う病院」を、そして二四％が「療養（長期入院）病院に対応できる病院」を望んでいる。地域別に見る
と
、
図
皿
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
本
渡
や
五
和
地
域
な
ど
総
合
病
院
へ
ア
ク
セ
ス
性
が
良
い
地
域
で
は
「
高
度
な
医
療
」
を
求
め
る
市
民
が多い。牛深、有明、御所浦、栖本、新和、天草、河浦地域では「多くの診療科目を扱う病院」が望まれている。
本渡、五和地域では近隣の医療機関で多様な医療サービスを受けることが可能であり、市民はさらに高度な医療
の機会を求めている。牛深、有明、御所浦、栖本、新和、天草、河浦地域には市立病院が立地する地域が四つ含ま
れ
て
い
る
も
の
の
、
診
療
科
目
の
偏
り
や
選
択
で
き
る
も
の
が
な
い
と
い
う
医
療
環
境
か
ら
住
民
は
多
く
の
診
療
科
目
の
あ
る
病
院
、
４
地
域
医
療
提
供
体
制
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図１２今後望まれる医療サービス（地域別）
選
択
肢
の
豊
か
さ
を
求
め
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
倉
岳
地
域
で
は
他
地
域と異なり、「療養（長期入院）」できる施設が一番多く望まれ
て
お
り
、
高
齢
介
護
の
問
題
が
表
出
し
て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。
家
族
術
成
も
、
望
ま
れ
る
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
あ
り
方
に
影
響
を
及
ぼ
す
要
因
で
あ
る
。
単
身
者
は
「
療
養
（
長
期
入
院
）
病
院
」
を
望
む
者
が
一
番
多
く
一
一
一
○
％
い
る
。
二
人
～
七
人
ま
で
の
家
族
で
は
「
高
度
な
医
療
を
担
う
病
院
」
が
多
く
望
ま
れ
て
お
り
三
○
～
三
五
％
い
る
。
も
ち
ろ
ん
望
ま
れ
る
医
療
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
は
、
民
間
の
医
療
機
関
の
立
地
状
況
も
大
き
な
要
因
で
あ
り
、
自
治
体
病
院
や
医
師
会
立
病
院
等
の
公
的
な
役
割
を
担
う
医
療
機
関
だ
け
で
論
じ
る
こ
と
に
は
限
界
が
あ
る
。
市
民
の
医
療
環
境
に
関
す
る
評
価
は
、
単
に
そ
の
施
設
ま
で
の
距
離
や
ア
ク
セ
ス
性
だ
け
で
は
な
く
、
施
設
の
規
模
や
技
術
力
な
ど
も
含
め
た
そ
の
「
選
択
性
」
の
豊
富
さ
に
つ
い
て
考
慮
し
た
も
の
で
あ
る
。
周
辺
に
複
数
の
医
療
機
関
が
立
地
し
て
い
る
と
き
は
、
診
療
科
目
や
設
備
、
医
療
ス
タ
ッ
フ
の
質
な
ど
が
関
わ
っ
て
く
る
。
あ
ら
ゆ
る
も
の
が
商
品
化
さ
れ
た
現
代
の
消
費
社
会
で
は
、
医
療
で
す
ら
選
択
肢
の
多
さ
を
豊
か
さ
と
感
じ
る
傾
向
が
強
ま
っ
て
お
り
、
と
り
わ
け
若
い
世
代
で
は
そ
の
傾
向
が
強
い
。
小
規
模
自
治
体
病
院
で
は
、
経
営
上
の
問
題
だ
け
で
は
な
く
、
選
択
肢
(熊本法学113号'08）３０２
￣
地域医療政策
の観点からも住民の需要を満たすことが困難になっている。
天
草
の
大
規
模
民
間
病
院
は
療
養
や
精
神
な
ど
長
期
入
院
を
前
提
と
し
た
経
営
と
し
て
成
り
立
つ
病
院
経
営
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
自
治
体病院には地域で不足する医療サービスを補完する役割が
期待されることになる。
ど
の
よ
う
な
市
民
が
そ
れ
ぞ
れ
の
病
院
の
顧
客
で
あ
る
の
か
に
つ
い
て
、
地
理
空
間
だ
け
の
視
点
か
ら
医
療
機
関
か
ら
半
径
五
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
の
圏
域
を
ア
ク
セ
ス
が
容
易
な
エ
リ
ア
と
仮
定
す
る
と
、
図
旧
のような病院の圏域図が描ける。本渡・新和地域では複数
の大規模病院が立地して圏域が連なり、市民は高度で多様
な診療科目を持った病院を自由に選択することが可能であ
る
。
他
方
で
、
牛
深
、
河
浦
は
独
立
し
た
病
院
圏
域
を
構
成
し
て
お
り
、
し
か
も
そ
こ
で
は
限
定
さ
れ
た
診
療
科
目
し
か
提
供
さ
れ
て
い
な
い
。
地
域
に
お
い
て
医
療
を
受
け
る
と
き
に
不
自
由
と
感
じ
ら
れ
ている診療科目で多いものは、①耳鼻咽喉科、②眼科、③
整形外科、④小児科、⑤産婦人科である。
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図１３病院の圏域（半径５キロメートル）と診療矛斗目
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論 説
自治体病院は医療確保の要請と供給体制のギャップを埋めるために自治体が独自の政策判断と経営的な責任を負っ
て設置するものである。その医療機関は、地域の中核病院、医療従事者の研修の場として機能するほか、へき地医
療（不採算地区病院）の提供や、結核・精神病等の特殊な疾病への対応など政策医療を担う。また近年では地域包
括医療の中心的役割を担うものとして、保健・福祉・医療との連携を地域に実現することが期待されている。
身近な地域に自治体病院が立地していることで、地域住民の利便性が確保されているという利益がある反面、合
併後の天草市全体の問題として抱え込まざるを得なかった課題として次の三つが考えられる。第一に医師等の医療
従事者の確保が困難になっているという問題。第二に財政的に自立できない医療施設で、運営に係る経費や建設に
かかる過去の負債が市の財政に大きな負担となっていること。第三に高齢者が増加していくが、市全体の人口は今
後
大
き
く
減
少
し
て
い
く
。
こ
の
人
口
の
減
少
に
あ
わ
せ
た
適
正
な
病
床
数
の
見
直
し
が
必
要
と
な
る
。
そ
れ
ら
の
課
題
を
整
理
す
れ
ば、①医療従事者の確保の問題、②病院経営の効率化の問題、③必要な医療サービス量の問題として整理できる。
この三つは需要と供給体制の関係であり、ここで病院の民営化も含めた経営主体のあり方について考察しよう。
病院は「天草市立でなければならない」と考える天草市民の割合は、全体の一三％であった。逆に、「民間でも
い
と
と
す
る
住
民
は
七
一
％
で
あ
る
。
な
か
で
も
天
草
、
本
渡
、
倉
岳
、
五
和
地
域
で
は
民
間
病
院
に
つ
い
て
肯
定
す
る
意
見
が
多
い。他方、新和、河浦地域では三割の住民が病院は「市立でなければならない」と考えており、市立病院に対する
こだわりが他地域より強い傾向がある。しかし他方で、市立病院が立地している牛深、栖本地域では、市立にこだ
わる傾向は若干少ない（表旧）。市民へのアンケート調査結果からは、市民は病院の充実を求めているものの、病
院
の
運
営
方
法
に
つ
い
て
は
民
営
化
も
含
め
て
柔
軟
に
捉
え
て
い
る
と
理
解
さ
れ
る
。
（２）経営主体のあり方
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表１３病院経営主体に関する意見分布（地域別）対応、経営的課題の解決に対応できる医療システムとはどういうものかが問われている。
①
自
治
体
の
財
政
逼
迫
天
草
市
の
二
○
○
五
年
度
決
算
額
は
五
三
七
億
円
と
、
人
口
が
四
万
人
多
い
八
代
市
と
同
レ
ベ
ル
の
歳
出
と
な
っ
て
い
る
。
財
政
力
（３）経営上の課題
市立病院でなけ民間でもよいわからない
れぱならない
行のＮ％行のＮ％行のＮ％
地域
本渡
牛深
有明
御所浦
倉岳
栖本
新和
五和
天草
河浦
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
５
９
４
７
６
８
５
８
２
６
４
３
９
７
８
２
８
３
２
４
７
６
６
６
７
６
５
７
８
６
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
６
９
８
５
７
３
２
２
９
１
５
６
０
４
５
６
６
９
５
３
１
１
１
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
８
２
８
７
７
９
４
９
９
３
９
９
９
７
５
０
５
６
１
２
１
２
１
１
１
２
３
１
１
３
合計 71.0％ 6.9％22.1％
、＝2.000
な
ぜ
こ
の
よ
う
に
市
民
の
意
見
は
分
か
れ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
医
療
サ
ー
ビ
スは一般的に健康保険による診療報酬制度に基づき運営されており、
公
立
・
民
間
い
ず
れ
の
医
療
機
関
で
も
基
本
的
に
同
一
サ
ー
ビ
ス
同
一
料
金
ベ
ー
ス
が
基
本
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
を
市
民
か
ら
見
る
と
、
医
療
機
関
の
サ
ー
ビ
ス
内
容
と
提
供
主
体
に
つ
い
て
区
分
し
て
考
え
る
こ
と
に
違
和
感
は
な
い
。
現
実
的
な
問
題
は
、
民
間
医
療
機
関
は
市
場
ベ
ー
ス
で
立
地
し
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
展
開
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、
顧
客
が
少
な
く
営
利
性
が
成
り
立
た
な
い
地
域
で
は
民
間
病
院
は
経
営
が
で
き
な
い
。
こ
の
よ
う
な
限
界
を
超
え
る
た
め
旧
市
町
は
財
政
に
よ
る
補
填
を
覚
悟
し
て
独
自
の
自
治
体
病
院
を
開
設
し
て
き
た
。
と
こ
ろ
が
市
町
村
合
併
の
結
果
、
一
つ
の
市
で
四
つ
の
医
師
確
保
や
採
算
性
に
課
題
が
あ
る
小
規
模
病
院
を
か
か
え
る
こ
と
に
な
っ
た
。
行
政
と
し
て
こ
れ
ら
の
地
域
医
療
資
源
を
ど
の
よ
う
に
活
か
し
て
い
く
ぺ
き
か
、
そ
し
て
医
療
従
事
者
の
確
保
や
高
度
で
多
様
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
市
民
の
要
望
へ
の
305（熊本法学113号'08）
論 説
②
市
予
算
か
ら
病
院
会
計
へ
の
繰
出
金
自治体病院は地方公営企業法にもとづく事業の一つとして営まれており、本来は独立採算で経営されるべき事業
で
あ
る
。
し
か
し
天
草
市
を
含
む
全
国
の
多
く
の
自
治
体
病
院
で
は
、
自
ら
の
医
業
収
入
で
手
当
て
で
き
な
い
建
設
投
資
等
を
病
院
事
業
債
と
し
て
借
金
し
て
確
保
し
、
ま
た
恒
常
的
に
毎
年
市
の
一
般
会
計
か
ら
繰
出
金
と
し
て
建
設
改
良
の
た
め
の
企
業
債
利
息
、
救
急
（８）
医
療
、
不
採
算
医
療
、
高
度
・
特
殊
医
療
な
ど
を
名
目
と
し
て
不
足
額
に
充
当
が
な
さ
れ
て
い
る
。
天
草
市
の
場
〈
ロ
、
そ
の
補
填
さ
れ
る額は表以にみられるように毎年七億円程度の資金が投入されている。
確
か
に
、
努
力
を
惜
し
ま
な
い
自
治
体
病
院
経
営
は
、
赤
字
と
い
う
よ
り
も
地
域
医
療
を
守
る
当
然
の
負
担
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
他
方
で
、
自
治
体
病
院
の
赤
字
の
原
因
と
し
て
、
①
適
正
を
欠
い
た
安
易
な
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
、
②
独
立
採
算
で
あ
指
数
○
・
二
六
、
自
主
財
源
比
率
二
九
・
八
％
、
経
常
収
支
比
率
九
八
・
二
％
、
実
質
公
債
費
比
率
一
七
・
五
％
と
い
う
市
の
財
政
指
標
は
、
い
ず
れ
も
過
度
の
負
債
、
硬
直
し
た
財
政
構
造
、
極
め
て
低
い
地
方
税
収
入
と
い
う
市
政
の
持
続
可
能
性
が
危
倶
さ
れ
る
状
況
に
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
二
○
○
六
年
度
は
四
八
○
億
円
へ
と
予
算
規
模
を
縮
小
し
た
も
の
の
、
基
金
の
取
り
崩
し
、
職
員
の
削
減
、
施
策
の
廃
止
、
施
設
の
民
営
化
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
行
財
政
改
革
の
取
組
み
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
天
草
市
に
と
っ
て
大
き
な
重
石
は
、
地
方
税
収
入
が
少
な
い
こ
と
、
職
員
人
件
費
が
過
大
と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
公
共
事
業
へ
の
投
資
的
経
費
が
過
大
で
あ
る
こ
と
で
あ
る
。
二
○
○
六
年
度
末
に
策
定
さ
れ
た
「
天
草
市
行
財
政
改
革
大
綱
」
で
は
、
人
員
の
削
減
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
編
成
の
あ
り
方
を
民
営
化
の
視
点
を
入
れ
て
見
直
す
こ
と
な
ど
痛
み
を
伴
う
改
革
な
し
に
は
天
草
市
の
財
政
健
全
化
は
不
可
能
で
あ
る
と
し
て
、
果
敢
な
財
政
縮
減
策
を
実
施
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
。
市
が
行
う
病
院
事
業
に
つ
い
て
も
、
健
全
な
病
院
経
営
に
よ
る
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
体
制
が
確
保
で
き
る
方
策
を
模
索
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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繰
③
病
院
経
営
診
断
４
病院経営に係る主要指標から分析すると、表旧に見られるようにいずれの病院も経表
営に課題を抱えている。とりわけ大きな問題点として、低収益による栖本病院の他会
計
繰
入
比
率
が
非
常
に
過
大
で
あ
る
こ
と
、
河
浦
病
院
で
は
当
期
未
処
理
欠
損
金
が
非
常
に
大
き
い
ことがある。牛深市民病院は二○○五年度は医師の確保が功を奏し経営状況に改善の
兆しが見られたが、今後の医師確保による医業収入の改善ができるかが鍵である。病
床利用率は、病院収益にとって重要な指標であるが、栖本病院の結核病床は極めて稼
働
率
が
悪
く
七
・
八
％
し
か
な
い
。
そ
の
た
め
一
日
平
均
入
院
患
者
数
も
極
め
て
少
な
い
。
こ
れ
は
るべき医療部門の経営努力不足（病床利用率の低さ）という問題もある。これは地方ｊ
公営企業法が定めた公益性の発揮と企業性の発揮がなされない運営形態となっている細
ことに起因する問題である。全国の自治体病院の経営実態の検証から、一○○床当た位
りの医業収入は民間病院と自治体病院はほぼ同額であるが、医業支出は自治体病院が偉
九
％
程
度
高
い
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
コ
ス
ト
高
の
要
因
は
、
看
護
師
・
事
務
職
員
の
給
与
が
一
般
公
務
員
と
同
様
の
待
遇
で
あ
り
民
間
病
院
と
比
較
し
て
五
・
七
％
高
い
こ
と
、
薬
剤
購
入
費
な
ど
材
料
費
が
四
・
三
％
高
い
こ
と
、
委
託
費
が
一
・
九
％
高
い
こ
と
、
高
額
医
療機器等の減価償却費が四・○％高いことなど、役所的運営方法がとられ効率的な経柵の
営
を
行
う
と
い
う
意
思
に
欠
け
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
筐
出金の状況
震麗篭鶯尊
（資料）天草市企画課資料をもとに作成。
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2002 2003 2004 2005 2006
1病床当たり
繰出金額
(2006年）
牛深市民病院 311,208 340,146 341,899 350,200 343,050 2,287
河浦病院 158,757 150,287 142,732 132,246 112,267 1,134
栖本病院 157,600 175,000 135,000 184,014 157,069 2,244
新和病院 118,912 105,730 １００，７３１ 110,855 91,604 2,290
計 746,477 771,163 720,362 777,315 703,990 1,961
論 説
経
営
的
視
点
か
ら
将
来
の
病
院
政
策
を
考
え
る
と
す
れ
ば
、
複
数
の
小
規
模
病
院
に
薄
く
医
療
資
源
を
配
置
し
続
け
る
こ
と
の
負
担
をどれだけ市の財政が耐え切れるかの問題となる。市民病院の廃止ではなく病院機能再編による機能強化をめざす
とすれば、例えば病院事業として採算ラインである一一一○○床以上の規模のマグネット病院に、四つの病院の医療資
源
を
集
中
さ
せ
る
こ
と
で
機
能
と
収
益
性
を
強
化
す
る
こ
と
が
一
つ
の
案
で
あ
る
。
そ
の
母
体
に
は
地
方
公
営
企
業
で
は
な
く
地
方
独
医
師
一
人
一
日
当
た
り
の
患
者
数
に
も
そ
の
ま
ま
響
い
て
い
る
。
外
来
患
者
数
で
は
、
河
浦
病
院
の
利
用
者
が
極
め
て
少
な
い
。
病
院
コ
ス
ト
の
大
き
な
要
因
で
あ
る
人
件
費
に
つ
い
て
、
一
○
○
床
当
た
り
の
職
員
数
は
新
和
病
院
が
突
出
し
て
高
い
数
値
と
な
っ
て
い
る
。
医
業
収
益
に
対
す
る
職
員
給
与
費
の
割
合
で
あ
る
職
員
給
与
比
率
は
、
栖
本
病
院
が
非
常
に
高
く
、
河
浦
病
院
、
新
和
病
院
も
改
善
の
余
地
が
大
き
い
。
こ
れ
ら
の
問
題
点
は
採
算
の
合
う
病
院
経
営
状
況
に
こ
れ
ら
の
施
設
が
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
全国の自治体病院における平均給与月額（一一○○四年）は医師一人当たり一、二四二、○四八円、看護師四四九、
四一一円、准看護師五八一一一、八五三円、事務職員五七七、八三八円、その他職員五一一一四、四一一八円となっている。医
師
に
つ
い
て
は
、
そ
の
確
保
が
難
し
い
町
村
立
病
院
で
一
番
給
与
水
準
が
高
く
、
市
立
、
都
道
府
県
立
、
政
令
指
定
都
市
の
順
に
低
く
（９）
な
る
。
し
か
し
医
師
以
外
の
看
護
師
・
事
務
職
員
な
ど
に
つ
い
て
は
年
功
序
列
賃
金
体
系
の
た
め
逆
と
な
っ
て
お
り
、
地
方
の
小
規
模
自
治
体
病
院
ほ
ど
そ
の
人
件
費
に
よ
る
圧
迫
が
大
き
い
。
医
業
収
益
に
対
す
る
職
員
給
与
費
の
割
合
は
全
国
平
均
が
五
五
・
二
％
で
あ
る
。
牛
深
市
民
病
院
は
平
均
的
な
も
の
で
あ
る
も
の
の
、
他
の
河
浦
、
栖
本
、
新
和
の
各
病
院
に
つ
い
て
は
非
常
に
高
い
コ
ス
ト
水
準
となっている。病院の規模（病床）が小さくなればなるほど職員給与費の割合が高くなる傾向がある。現行の医療
制度では一一一○○床程度の病院でないとコスト的にペイすることが困難であるが、四病院全体では三五九床あるもの
の
、
一
つ
ひ
と
つ
の
病
院
規
模
が
小
さ
く
利
用
者
数
も
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
規
模
の
利
益
を
あ
げ
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
て
い
るの
○
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表１５病院経営に関する主要経営分析指標
牛深市民病院新和病院
Ｈ1６Ｈ1７Ｈ1６Ｈ1７Ｈ1６Ｈ1７Ｈ1６Ｈ1７Ｈ1６Ｈ１７
ｐＵ ＵＩ
Ｂと噸
数人
蚤月収文比ロ０IB D8000ロ００ＵＢ
ｐ’一四■冊一一■用一一
(注)他会計繰入金比率＝他会計繰入金÷医業収益xlOO、病床利用率＝年延入院患者数÷年延
病床数×100、職員給与比率＝職員給与費÷医業収益×100゜
309（熊本法学113号'08）
深市民病院
1６ Ｈ1７
河浦病院
Ｈ1６ Ｈ ７
栖本病院
Ｈ1６ Ｈ1７
新和病院
Ｈ1 Ｈ1７
上天草総合病院
Ｈ1６ Ｈ1７
病床数 150 9９ 7０ 4０ １９０
職員数 1０５ 9６ 7１ 6８ 2８ 2７ 3０ 3２ 296 283
流動負債
(千円） 94,432 92.025 47,965 43,301 6.441 95,658
流動資産
(千円） 579.360 793.724 176,005 144.571 68.707 7.783
医業収益
(千円） 1,537,714 1.738.676 835,035 729,882 227,662 228.245 430,429 429,784 2,228,489 2,343,462
他会計繰入金
(千円） 34Ｌ899 350.200 145,252 133,940 135,000 184,014 1000731 110,855 300,000 290,000
他会計繰入金
比率 20.1％ 18.4％ 80.6％ 25.8％ 12.4％
純利益又は
損失(千円） -112,465 156.618 13,824 -38,946 2,136 17.728 783 -9,281 -97,744 -89,771
当年度未処理
分利益剰余金・
未処理欠損金
(千円）
-255,856 -99.238 -487.039 -525,985 351 18,079 12,947 3,666 1921.972 2,011,743
病床利用率 77.2％ 87.7％ 88.4％ 77.5％ (一般）91.1％ 89.5％
(療養）
94.9％ 94.8％ 88.4％ 88.6％
(結核）
12.6％ 7.8％
一日平均患者
（入院） 115.8 1３１５ 88.0 86.4 27.7 24.5 38.0 37.9 172.3 172.9
(外来） 234.4 202.4 1130 110.0 62.1 60.8 88.3 101.2 431.2 453.8
外来入院患者
比率 163.5 153.9 56.2 51.0 181.0 202.4 1.9 215.0
医師一人一日
当たり患者数
(入院）
113 １４．５ 17.9 19.6 11.1 9.8 1２７ 1２６ 9.0 9.0
(外来） １８．５ 22.3 23.1 25.0 20.0 24.3 29.4 32.6 15.2 15.9
薬品使用効率 124.4 124.8 112.0 105.7 107.7 100.0 100.0 1２２４ 121.5
１００床当たり
職員数 97.1 99.3 74.9 706 40.0 38.6 67.5 147.5 151.6 139.5
職員給与費
(千円） Ｌ106.400 957,225 518,382 543,297 228.395 238,181 245,115 313,607 1.552,795 L618,192
経営収支比率 9４０ 108.7 101.5 95.8 100.6 104.6 １００．２ 98.2
職員給与比率 72.0 55.1 62.1 74.4 100.3 104.4 57.0 73.0 69.7 69.1
論 説
（１）経営改善策
マ
ク
ロ
な
課
題
と
し
て
地
域
医
療
崩
壊
の
危
機
が
あ
る
。
そ
の
原
因
と
し
て
、
高
騰
す
る
国
民
医
療
に
か
か
る
経
費
を
押
さ
え
る
た
め
国
は
医
療
制
度
改
革
を
行
い
、
社
会
保
険
診
療
報
酬
を
「
総
枠
決
定
方
式
」
に
よ
り
抑
制
し
続
け
て
き
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。
日
本
人
の
医
師
水
準
は
人
口
千
人
あ
た
り
一
一
・
○
人
で
あ
る
が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
で
は
三
・
一
一
人
で
あ
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
三
○
か
国
中
二
七
位
、
Ｇ
７
中
最
低
水
準
に
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
ま
で
引
き
上
げ
る
に
は
一
二
万
人
の
医
師
が
足
り
な
い
。
医
師
の
絶
対
的
不
足
と
偏
在
が
、
地
域
医
療
に
大
き
な
歪
み
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
一
一
○
○
六
年
の
診
療
報
酬
費
の
実
質
改
定
率
は
マ
イ
ナ
ス
三
・
一
六
で
あ
っ
立
行
政
法
人
と
す
る
か
、
あ
る
い
は
民
営
化
も
含
め
て
検
討
す
る
の
で
あ
れ
ば
医
師
会
と
の
連
携
が
不
可
欠
と
考
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
マ
ク
ロ
な
視
点
か
ら
、
将
来
的
に
は
医
師
を
地
域
の
共
有
財
産
と
考
え
、
天
草
保
健
医
療
圏
と
い
っ
た
自
治
体
の
枠
を
超
え
た
医
療
機
関
へ
の
再
編
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
一
つ
の
案
と
し
て
、
療
養
病
床
だ
け
の
新
和
病
院
や
療
養
病
床
が
多
い
河
浦
病
院
は
、
二
○
二
年
度
末
に
予
定
さ
れ
て
い
る
介
護
療
養
型
医
療
施
設
の
廃
止
を
視
野
に
い
れ
て
診
療
所
化
や
老
人
保
健
施
設
へ
転
換
す
る
こ
と
。
ま
た
栖
本
病
院
に
つ
い
て
は
結
核
病
床
が
ほ
と
ん
ど
稼
動
し
て
お
ら
ず
一
般
病
床
も
少
な
い
こ
と
か
ら
、
診
療
所
化
や
老
人
保
健
施
設
へ
の
転
換
あ
る
い
は
廃
止
を
検
討
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
過
渡
期
の
対
応
と
し
て
、
営
業
日
を
定
め
た
診
療
所
設
置
や
在
宅
医
療
を
支
援
す
る
往
診
体
制
の
整
備
も
必
要
と
な
ろ
う
。
５
地
域
医
療
を
支
え
る
自
治
体
病
院
改
革
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標
の
改
善
が
必
要
と
な
る
。
た
。
こ
の
医
療
費
削
減
は
行
財
政
改
革
の
一
つ
と
し
て
進
め
ら
れ
て
お
り
、
国
の
財
政
状
況
の
改
善
に
資
す
る
も
の
の
、
地
域
医
療
や
わ
が
国
の
国
民
皆
保
険
制
度
は
劣
化
を
起
こ
し
て
い
る
。
過
疎
地
な
ど
地
域
医
療
が
経
営
的
に
成
り
立
た
な
い
と
病
院
の
存
在
が
許
さ
れ
な
い
と
い
う
考
え
方
に
つ
い
て
当
然
に
議
論
の
余
地
が
あ
る
が
、
一
九
八
二
年
以
降
の
「
行
革
大
綱
」
を
前
提
と
し
た
医
療
費
削
減
策
が
継
続
し
て
い
る
限
り
、
病
院
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
に
改
善
の
見
込
み
は
な
い
。
と
は
い
え
不
断
に
地
域
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
住
民
に
提
供
し
続
け
る
た
め
に
は
、
自
治
体
病
院
事
業
と
し
て
持
続
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
病
院
は
労
働
集
約
型
産
業
の
典
型
で
あ
り
、
職
員
給
与
費
の
増
大
が
大
き
な
負
担
で
あ
る
。
と
り
わ
け
自
治
体
病
院
で
は
、
地
方
公
営
企
業
法
の
一
部
適
用
の
ま
ま
と
な
っ
て
い
る
所
が
多
く
、
一
般
行
政
職
員
と
同
じ
給
与
体
系
が
採
ら
れ
能
率
給
的
な
給
与
体
系
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
准
看
護
師
が
看
護
師
よ
り
給
与
水
準
が
高
い
傾
向
な
ど
、
民
間
病
院
の
給
与
水
準
と
の
間
に
大
き
な
格
差
が
発
生
し
て
い
る
。
さ
ら
に
地
域
で
は
、
看
護
師
の
確
保
・
離
職
防
止
策
や
医
師
確
保
の
た
め
高
給
を
出
す
こ
と
が
常
態
化
し
て
い
る
こ
と
も
、
経
営
圧
迫
の
原
因
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
実
質
的
な
経
営
を
担
う
者
が
い
な
い
こ
と
、
事
務
職
員
が
病
院
運
営
の
専
門
知
識
を
持
っ
て
い
な
い
こ
と
、
材
料
費
の
入
手
方
法
等
経
費
削
減
に
工
夫
が
見
ら
れ
な
い
こ
と
、
院
内
の
協
力
体
制
の
構
築
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
、
自
治
体
病
院
経
営
の
改
善
現
在
の
医
療
制
度
を
前
提
と
し
つ
つ
自
治
体
病
院
が
持
続
可
能
な
地
域
医
療
を
確
保
す
る
使
命
を
果
た
す
た
め
に
は
、
医
療
機
関
と
し
て
で
き
る
だ
け
自
立
的
に
存
続
で
き
る
よ
う
な
経
営
を
め
ざ
す
こ
と
は
不
可
欠
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
次
の
よ
う
な
経
営
分
析
指
に
と
っ
て
深
刻
な
課
題
で
あ
る
。
①
収
益
的
収
支
の
状
況
に
関
す
る
指
標
》
経
常
収
益
、
経
常
費
用
、
経
常
損
益
、
経
常
収
支
比
率
、
医
業
収
支
比
率
な
ど
②
資
本
的
収
支
の
状
況
に
関
す
る
指
標
》
建
設
改
良
費
、
企
業
債
償
還
金
、
企
業
債
、
他
会
計
繰
入
金
な
ど
311（熊本法学１１３号０８）
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立
す
る
と
が
必要と考えられる。
第
一
段
階
公
営
企
業
》
自
治
体
病
院
の
現
状
は
、
こ
の
よ
う
な
経
営
指
標
に
基
づ
く
分
析
か
ら
は
、
独
立
採
算
を
目
指
す
公
営
企
業
体
制
と
し
て
は
機
能
し
て
お
ら
ず
、
経
営
な
き
病
院
運
営
の
状
況
に
あ
る
と
評
価
さ
れ
る
。
採
算
を
度
外
視
し
て
も
命
に
関
わ
る
も
の
は
必
要
と
の
議
論
も
あ
る
が
、
自
治
体
病
院
に
お
い
て
も
経
営
努
力
が
全
く
な
さ
れ
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
存
続
が
困
難
で
あ
る
こ
と
も
現
実
で
あ
る
。
そ
の
意
味
で
自
治
体
病
院
の
経
営
改
善
の
た
め
の
挑
戦
は
避
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
で
あ
り
、
次
の
よ
う
な
プ
ロ
セ
ス
を
検
討
す
る
こ
⑨③⑦⑥⑤④③・
効
率
的
な
経
営
改
善
の
工
夫
・
病
院
経
営
責
任
の
明
確
化
と
管
理
者
（
病
院
長
）
へ
の
権
限
付
与
・
病
院
経
営
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
専
門
性
を
持
っ
た
事
務
職
員
の
育
成
、
配
置
材
料
費
資産、
職
員
数
》
総
費
用
に
占
め
る
職
員
給
与
費
の
割
合
料金収入函患者一人一日当たりの料金収入（入院／外来）、職員一人一日当たり診療報酬（医師／看護部門）
医
業
外
収
益
亜
他
会
計
繰
入
金
他
会
計
繰
入
金
函
収
益
的
収
入
分
、
資
本
的
収
入
分
職
員
給
与
費
卵
医
業
収
益
に
対
す
る
割
合
、
医
業
費
用
に
占
め
る
割
合
、
職
員
一
人
当
た
り
平
均
給
与
月
額
公
営
企
業
法
の
全
部
適
用
を
行
い
、
公
営
企
業
体
と
し
て
の
意
識
の
浸
透
と
病
院
長
が
経
営
に
責
任
を
持
つ
体
制
を
確
負
債
、
及
び
資
本
(熊本法学113号'08）３１２
地域医療政策
（２）健康福祉政策との連携
自治体病院の改革は、一病院の経営建て直しや行財政改革というレベルの問題だけではない。これは病院を設置
し
て
い
る
自
治
体
が
主
体
的
に
住
民
の
健
康
を
ど
う
サ
ポ
ー
ト
す
る
の
か
と
い
う
、
健
康
福
祉
政
策
上
の
問
題
と
し
て
理
解
す
べ
き
も
のである。現在の病院運営は、医師確保の不十分さや、財政的効率性が十分に発揮できていない体制にあることが
大きな問題であり、改革では高度医療をも担える新たな医療システムが期待される。そのために医療資源の選択と
集
中
を
お
こ
な
い
、
併
せ
て
病
気
の
治
療
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
だ
け
で
は
な
く
、
病
人
を
作
ら
な
い
健
康
づ
く
り
政
策
へ
シ
フ
ト
す
る
こ
と
が
重
要
な
政
策
目
標
と
な
る
。
こ
の
観
点
か
ら
市
町
村
合
併
に
よ
り
比
較
的
豊
富
に
あ
る
保
健
師
等
の
人
材
活
用
、
保
健
セ
ン
ターの機能整備など、医療と保健福祉部門を一体的に機能させる政策が必要と考えられる。また医療と介護をスムー
ス
に
繋
ぐ
仕
組
み
も
不
可
欠
で
あ
る
。
（
３
）
地
域
医
療
政
策
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
形
成
市民にとって、医療や福祉・介護サービスは別個の事柄ではなく、一人の人間の生活を支える連携されたサービ
ス
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
行
政
の
中
で
は
、
地
域
医
療
や
福
祉
に
つ
い
て
病
院
局
や
、
健
康
福
祉
部
、
企
画
部
が
互いの連携や政策目標の共有なく縦割りで個別に対策を模索している。また自治体にはこのような課題に取組む専
第
二
段
階
抜
本
的
な
病
院
体
制
の
あ
り
方
の
検
討
・地方独立行政法人、病院組合、指定管理者制度、公設民営、ＰＦＩ、社会医療法人、民間病院などへ転換や移
譲
、
廃
止
を
含
め
た
病
院
運
営
に
変
更
313（熊本法学113号'0８
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門
能
力
を
持
っ
た
職
員
が
少
な
い
。
こ
れ
ら
の
こ
と
が
、
市
と
し
て
の
取
り
組
み
を
部
分
的
な
も
の
に
し
て
い
る
。
包
括
的
な
健
康
医
療
福
祉
体
制
づ
く
り
に
は
、
首
長
の
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
行
政
政
策
と
し
て
の
確
固
た
る
ビ
ジ
ョ
ン
が
不
可
欠
で
あ
り
、
そ
れ
を
欠
く
と
き
地
域
生
活
の
安
心
・
安
全
の
根
幹
に
関
わ
る
地
域
医
療
体
制
の
議
論
は
極
め
て
政
治
問
題
化
す
る
危
険
性
を
孕
む
。
天
草
市
で
は
一
一
○
○
六
年
三
月
の
市
町
村
合
併
を
決
め
る
合
併
協
議
会
で
、
四
つ
の
病
院
の
あ
り
方
に
つ
い
て
議
論
が
な
さ
れ
て
き
た
が
、
地
域
間
の
妥
協
を
許
さ
な
い
要
求
か
ら
合
意
形
成
が
で
き
ず
、
合
併
後
三
年
以
内
に
結
論
を
出
す
と
先
送
り
さ
れ
た
経
緯
が
あ
る
。
一
般
的
に
、
市
全
体
と
し
て
の
効
率
性
・
機
能
性
を
高
め
る
議
論
は
、
個
別
の
住
民
の
利
害
を
超
え
て
理
解
や
支
持
を
得
る
こ
と
は
困
難
と
な
る
こ
と
が
あ
る
。
住
民
に
と
っ
て
身
近
な
医
療
機
関
は
地
域
の
財
産
で
あ
り
、
そ
の
現
状
変
更
に
対
す
る
不
安
が
持
ち
上
が
る
と
、
住
民
の
不
安
は
地
域
の
利
害
を
ど
の
よ
う
に
守
る
か
、
言
葉
を
か
え
る
と
「
地
域
エ
ゴ
」
を
ど
れ
だ
け
押
し
通
せ
る
か
と
い
う
地
域
代
表
の
議
員
に
対
す
る
圧
力
と
な
り
か
ね
な
い
。
一
般
的
に
住
民
に
身
近
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
変
更
は
、
住
民
や
議
会
の
関
心
も
高
く
、
変
更
す
る
こ
と
白
体
が
反
対
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
や
す
い
。
こ
の
よ
う
な
地
方
政
治
の
現
場
に
見
ら
れ
る
現
象
は
、
民
主
主
義
が
は
ら
む
矛
盾
で
も
あ
る
が
、
全
体
の
福
祉
の
向
上
の
た
め
に
個
別
の
不
利
益
を
甘
受
す
る
と
い
う
結
論
を
導
き
出
す
政
治
的
な
力
を
地
方
議
会
が
発
揮
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
こ
と
が
多
い
。
そ
の
意
味
で
改
革
を
進
め
る
首
長
は
大
き
な
ジ
レ
ン
マ
に
直
面
す
る
こ
と
に
な
る
。
首
長
や
行
政
は
、
住
民
に
対
し
て
病
院
再
編
が
財
政
難
に
よ
る
縮
小
と
い
う
こ
と
だ
け
で
は
な
く
、
充
実
し
た
医
療
サ
ー
ビ
ス
体
制
を
確
立
す
る
た
め
の
改
善
と
い
う
政
策
的
位
置
づ
け
に
つ
い
て
コ
ン
セ
ン
サ
ス
を
形
成
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、
こ
の
問
題
は
「
住
民
エ
ゴ
」
の
問
題
と
も
強
く
関
連
し
て
い
る
。
地
域
医
療
の
水
準
が
上
が
り
、
二
次
医
療
圏
単
位
で
相
当
高
度
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。
そ
の
過
程
で
、
多
く
の
住
民
が
い
つ
も
高
度
な
専
門
医
に
か
か
り
た
い
と
い
う
願
望
を
持
ち
、
そ
れ
を
叶
え
よ
う
と
安
易
に
近
隣
の
診
療
所
で
は
な
く
大
き
な
病
院
へ
向
か
う
傾
向
が
現
れ
始
め
た
。
病
院
機
能
の
役
割
分
担
と
し
て
、
ま
ず
地
域
の
か
か
り
つ
け
医
が
一
次
医
療
を
担
い
、
さ
ら
に
高
度
な
治
療
が
必
要
な
場
合
に
は
か
か
り
つ
け
熊本法学113号'08）３１４
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当
面
、
地
方
の
小
規
模
自
治
体
病
院
が
そ
れ
ぞ
れ
必
要
な
医
師
数
を
確
保
で
き
る
と
い
う
こ
と
は
極
め
て
困
難
な
状
況
で
あ
り
、
地
域
医
療
の
現
場
か
ら
「
立
ち
去
る
」
勤
務
医
が
増
加
し
て
い
る
よ
う
に
、
現
在
の
医
師
た
ち
の
献
身
性
に
依
存
す
る
だ
け
で
は
地
方
の
病
院
は
実
質
的
に
機
能
し
な
く
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。
ま
た
施
設
を
維
持
す
る
だ
け
で
多
額
の
赤
字
を
生
み
出
し
て
い
る
こ
と
は
、
白
医
の
紹
介
を
受
け
て
二
次
医
療
機
関
で
治
療
を
受
け
る
。
さ
ら
に
高
度
の
医
療
が
必
要
な
場
合
は
大
学
病
院
な
ど
の
三
次
医
療
機
関
へ
搬
送
し
て
治
療
を
行
う
と
い
う
役
割
分
担
が
前
提
と
な
っ
て
い
る
が
、
休
日
夜
間
・
深
夜
で
も
専
門
医
に
か
か
り
た
い
と
い
う
住
民
の
行
動
様
式
の
変
化
は
こ
の
シ
ス
テ
ム
に
大
き
な
負
荷
を
か
け
て
い
る
。
全
国
で
も
、
医
師
等
の
確
保
が
限
ら
れ
る
地
域
医
療
サ
ー
ビ
ス
供給体制の限界から、住民の医療システムの乱用により中核病院機能が破綻に追い込まれることが発生している。
住
民
の
高
度
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
当
然
に
保
障
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
が
、
受
診
不
要
や
軽
症
に
も
か
か
わ
ら
ず
安
易に高度医療機関を利用することや救急車を乱用することなどが、地域の医療体制や健康保険制度、救急体制の存
続
を
危
う
く
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
気
づ
く
こ
と
も
必
要
と
な
っ
て
き
た
。
も
し
住
民
、
議
会
、
行
政
、
医
療
機
関
が
共
に
善
き
社
会
を
作
り
出
す
た
め
の
政
策
的
「
妥
協
」
点
を
見
出
せ
な
け
れ
ば
、
現
状
を
変
更
し
な
い
と
い
う
決
定
し
か
で
き
な
い
。
し
か
し
そ
れ
は
病
床
過
剰
・
医
師
不
足
と
い
っ
た
地
域
医
療
シ
ス
テ
ム
が
次
第
に
弱
体
化
し
て
い
く
こ
と
を
傍
観
す
る
と
い
う
こ
と
で
も
あ
る
。
お
わ
り
に
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治
体
全
体
の
財
政
悪
化
を
さ
ら
に
加
速
さ
せ
る
こ
と
に
つ
な
が
る
。
医
師
に
合
わ
せ
て
病
院
の
診
療
科
目
を
減
少
さ
せ
な
が
ら
４
つ
の
病
院
を
運
営
す
る
こ
と
は
、
経
営
的
に
は
無
策
の
状
況
で
あ
る
。
今
後
も
多
大
な
財
政
負
担
を
覚
悟
し
つ
つ
、
他
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
放
棄
す
る
と
い
う
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
を
政
策
形
成
者
は
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
経
営
的
に
は
、
病
院
の
運
営
は
必
ず
し
も
自
治
体
で
あ
る
必
要
性
は
な
く
、
民
間
医
療
機
関
へ
施
設
を
移
譲
し
て
い
く
こ
と
ま
で
含
め
て
多
様
な
選
択
肢
が
あ
る
。
し
か
し
市
場
原
理
と
し
て
成
り
立
ち
が
た
い
地
域
へ
民
間
医
療
機
関
が
進
出
す
る
こ
と
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
と
い
う
こ
と
も
現
実
で
あ
る
。
公
共
・
民
間
を
含
め
て
適
正
な
医
療
水
準
と
量
に
つ
い
て
地
域
医
療
に
関
わ
る
人
や
組
織
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
を
確
保
し
、
ま
た
住
民
の
医
療
サ
ー
ビ
ス
へ
の
ア
ク
セ
ス
を
保
障
し
、
病
院
と
し
て
経
営
が
成
り
立
ち
、
か
つ
医
師
を
恒
常
的
に
確
保
で
き
る
医
療
シ
ス
テ
ム
を
つ
く
る
た
め
の
あ
ら
ゆ
る
試
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
の
天
草
市
の
地
域
医
療
体
制
の
実
証
的
分
析
か
ら
、
地
域
医
療
政
策
と
し
て
考
慮
す
べ
き
方
向
性
は
、
第
一
に
専
門
医
が
確
保
で
き
る
よ
う
な
基
幹
的
な
病
院
シ
ス
テ
ム
を
自
治
体
の
枠
に
捉
わ
れ
ず
構
築
す
る
こ
と
。
第
二
に
病
気
に
な
ら
な
い
健
康
指
導
等
を
充
実
さ
せ
、
健
康
な
市
民
を
創
り
出
す
取
り
組
み
を
進
め
る
こ
と
。
第
三
に
社
会
的
入
院
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
高
齢
者
へ
の
支
援
体
制
を
充
実
さ
せ
、
病
院
に
依
存
し
な
い
で
暮
ら
せ
る
市
民
生
活
支
援
型
の
政
策
を
充
実
さ
せ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
の
よ
う
な
医
療
・
健
康
・
福
祉
の
各
政
策
を
連
携
さ
せ
る
こ
と
が
自
治
体
の
地
域
政
策
と
し
て
重
要
性
を
増
し
て
い
る
。
（注）（１
）
「
一
次
医
療
圏
」
は
、
身
近
な
医
療
を
提
供
す
る
医
療
圏
で
市
町
村
を
単
位
と
し
て
設
定
さ
れ
る
。
「
二
次
医
療
圏
」
は
、
特
殊
な
医
療
を
除
く
一
般
的
な
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
医
療
圏
で
、
複
数
の
市
町
村
を
一
つ
の
単
位
と
し
て
認
定
さ
れ
る
。
「
三
次
医
療
圏
」
は
、
最
先
端
、
高
度
な
技
術
を
提
供
す
る
特
殊
な
医
療
を
行
う
医
療
圏
で
、
原
則
と
し
て
都
道
府
県
の
区
域
を
単
位
と
し
て
設
定
さ
れ
る
。
天
草
保
健
医
療
圏
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（
７
）
上
野
眞
也
、
柿
本
竜
治
『
天
草
市
に
お
け
る
病
院
受
療
動
向
研
究
』
熊
本
大
学
、
二
○
○
七
年
。
二
○
○
七
年
三
月
、
天
草
市
民
か
ら
無
作
為抽出した二、四九九世帯、五、三九一人にアンケート調査を行った。回収率八四、一一一％。
ｊ
（８）一一○○五年度の「病院経営管理指標」では、黒字病院は医療法人立病院七九・七％、社会保険関係団体病院八五・一一一％切
に対し、自治体病院三四・四％、その他公的病院四一・三％と、特に自治体病院とその他公的病院の黒字病院比率が低い・鵬
１学
（９）自治体病院経営研究会『自治体病院経営ハンドブック（平成一八年）』ぎようせい、二○○六年。
法本
（⑪）二○○七年に国で検討され始めた自治体病院の改革の議論では、地方公営企業法の全部適用ではなく、抜本的に地方独熊７
立
行
政
法
人
な
ど
経
営
主
体
を
行
政
と
分
離
す
る
民
営
化
の
方
向
で
の
議
論
が
あ
る
。
１３
（６）北海砦
四一頁。
は、天草市、上天草市・苓北町の一一市一町を二次医療圏としている。熊本県は全県で一つの三次医療圏となっている。
（
２
）
天
草
の
自
治
体
病
院
の
開
設
時
期
は
、
一
九
五
○
年
魚
貫
村
立
診
療
所
開
設
（
現
牛
深
市
民
病
院
）
、
一
九
六
一
年
栖
本
町
立
病
院
開
設
、
一
九
六
四
年
上
天
草
総
合
病
院
開
設
、
一
九
六
六
年
新
和
町
立
病
院
開
設
、
一
九
八
○
年
御
所
浦
歯
科
診
療
所
開
設
、
’
九
八
一
年
御
所
浦
診
療
所
開
設
、
一
九
九
二
年
栖
本
町
立
病
院
改
築
、
御
所
浦
北
診
療
所
開
設
、
一
九
九
四
年
河
浦
町
立
病
院
開
設
、
一
九
九
七
年
新
和
町
立
病
院
改
築
、
二
○
○
二
年
牛
深
市
民
病
院
改
築
移
転
。
（３）厚生省大臣官房統計情報部編「平成一八年度地域保健医療基礎統計』厚生統計協会、二○○七年、一六三頁。
（
４
）
こ
の
分
析
に
使
用
し
た
デ
ー
タ
は
天
草
広
域
消
防
本
部が二○○四年度に救急出動した際のデータである。
（
５
）
プ
ラ
イ
マ
リ
ヶ
ア
を
担
当
す
る
街
の
医
院
や
中
小
病
院
を
「
一
次
医
療
機
関
」
、
各
都
市
の
市
立
病
院
な
ど
の
中
核
医
療
機
関
を
「
二
次
医
療
機
関
」
、
大
学
病
院
な
ど
の
高
度
研
究
医
療
機
関
を
「
三
次
医
療
機
関
」
と
呼
ぶ
。
（６）北海道ドクターヘリ運行調整研究会「ドクターヘリを医療格差を埋める切り札に」『ガバナンス」一一○○七年九月、三九Ｉ
論説
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(熊本法学１１３号108）３１８
地域医療政策
・自治体病院経営研究会「自治体病院経営ハンドブック（平成一八年）』ぎようせい、二○○六年。
。「自治体病院の改革処方菱」『月刊ガバナンス』二○○六年。
・下問幸雄『病院を変える一五○のヒント』じほう、二○○二年。
・全国自治体病院協議会熊本県支部「熊本県自治体病院経営状況調」二○○四年、二○○五年。
・渡辺孝雄『医療福祉サービスの経営戦略」じほう、二○○六年。
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